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1. 調査の概要 

1.1. 事業実施の目的 

地域包括ケアシステムの実現に向けて、在宅介護の重要性が高まっており、利用者の在宅生活

を支える訪問介護サービスは重要性を増している。その主要な担い手となる訪問介護員は、女性

の割合が８割以上であり、他の職種よりも女性の割合が高く、単身で利用者宅を訪問しサービス

提供を行うことや、利用者の身体に触れる場面が多いこと、利用者とサービス提供者との関係性

により訪問介護員の立場が弱くなりがちであることなどから、訪問介護員がハラスメント被害に

遭うリスクが高いことが指摘されている。 

そこで、本事業では、訪問介護等の介護現場におけるハラスメントの実態把握や介護事業者に

おけるハラスメント対策の取組事例の収集を行い、実態を踏まえた対応策（方針）を検討すると

ともに、介護事業者向けの介護現場におけるハラスメント対策マニュアルを作成することを目的

とする。 
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1.2. 調査の進め方 

 本事業の概要は以下のとおりである。 

 実施計画 

1） 検討委員会の設置・運営 

介護サービスに関する知見を有している学識経験者、介護サービス提供事業所及び訪問介護・

看護職員に関連する団体、労働問題やハラスメントを専門とする法律関係者等により構成する検

討委員会を設置した。 

 

2） 調査計画の検討 

本事業の目的に即して、効率的・効果的に調査を実施するための調査計画を検討した。 

 

3） 全国の介護施設・事業所へのアンケート調査 

全国の介護サービスを提供している施設・事業所を対象とし、ハラスメントの実態や防止のた

めの対策の実施状況、課題等についてアンケート調査を行った。 

 

【実施方法】郵送→WEB回答の調査 

【調査対象】計 10,000 施設・事業所程度 

各施設・事業所に勤務する管理者、直接処遇職員 

【実施時期】平成 31 年 2 月 

 

4） ヒアリング調査 

ハラスメント対策マニュアルの作成にあたり、介護現場におけるハラスメントの実態及びハラ

スメント対策の取組、課題について把握した。 

【調査対象】有識者（団体）から推薦された施設・事業所 

【事例数】 5～10 事例 

【調査内容】ハラスメントの実態、発生したハラスメントへの対応、ハラスメント防止の取組

（対策内容、効果、課題等の具体例）、他団体との連携状況、行政への要望 

 

ヒアリングした内容については、委員会にて有識者と共有し、ハラスメント対策マニュアルの

作成に活用した。 

 

 報告書とりまとめ 

上記 1）～4）の検討結果を踏まえ、介護現場におけるハラスメントの実態と対策についてとり

まとめた報告書を作成した。 
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 実施体制 

1） 委員会構成 

＜委員メンバー＞（五十音順・敬称略、◎は委員長） 

青木 文江 日本ホームヘルパー協会 会長 

阿部 佳世 公益社団法人認知症の人と家族の会 理事・事務局長 

神谷 洋美 全国ホームヘルパー協議会 会長 

清崎 由美子 一般社団法人全国訪問看護事業協会 事務局長 

黒木 悦子 民間介護事業推進委員会 代表委員 

斎藤 秀樹 公益財団法人全国老人クラブ連合会 常務理事 

髙村 浩 髙村浩法律事務所 弁護士 

津曲 共和 兵庫県健康福祉部少子高齢局 高齢政策課長 

中林 弘明 一般社団法人日本介護支援専門員協会 常任理事 

藤野 裕子 公益社団法人日本介護福祉士会 副会長 

峯田 幸悦 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 副会長 

村上 久美子 ＵＡゼンセン日本介護クラフトユニオン 副事務局長 

◎村木 厚子 津田塾大学総合政策学部 客員教授 

 

＜オブザーバー＞ 

厚生労働省老健局 振興課 

尾崎 守正 厚生労働省老健局振興課 課長  

加藤 英樹 厚生労働省老健局振興課 課長補佐  

宮本 和也 厚生労働省老健局振興課 基準第一係長 

平賀 揚 厚生労働省老健局振興課 基準第一係 

厚生労働省老健局 総務課 

余語 卓人 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室 室長補佐 

厚生労働省老健局 老人保健課 

杉田 塩 介護予防対策専門官・看護専門官 

大竹 尊典 看護係長 
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2） 開催日及び議題 

時期 回 議題 

平成 

30 年 
12 月 14 日 第 1 回 

○事業概要について 

○ハラスメント防止に向けたマニュアルの作成の検討に

ついて 

○兵庫県の取組について 

○全国の事業所への実態調査（アンケート）について 

・調査概要 

・調査票案について 

○事業所の実態調査（ヒアリング）について 

・調査概要 

・ヒアリング内容について 

○今後のスケジュールについて 

○その他 

平成 

31 年 
2 月 25 日 第 2 回 

○全国の事業所への実態調査（アンケート）について 

○事業所の実態調査（ヒアリング）について 

○ハラスメント防止に向けたマニュアル（案）について 

○介護現場の実態を踏まえた効果的な対応策について 

○今後のスケジュールについて 

平成 

31 年 
3 月 19 日 第 3 回 

○ハラスメント防止に向けたマニュアル（案）について 

○報告書について 

○今後のスケジュールについて 

 

 調査の実施体制 

＜事務局＞ 

保坂 孝信 株式会社三菱総合研究所 ヘルスケア・ウェルネス事業本部 

副本部長 

松下 知己 株式会社三菱総合研究所 ヘルスケア・ウェルネス事業本部 

ヘルスケア・データ戦略グループ グループリーダー 

江崎 郁子 エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社 

サステナビリティ事業部 ヘルスケアウェルネスチーム 専門部長 

谷澤 由香理 エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社 

サステナビリティ事業部 ヘルスケアウェルネスチーム 研究員 

金尾 翔悟 エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社 

サステナビリティ事業部 ヘルスケアウェルネスチーム 研究員 

和田 英子 エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社 

サステナビリティ事業部 地域創生チーム 研究員 



 

5 

 

2. 全国の介護施設・事業所へのアンケート調査 

2.1. 調査の目的 

介護サービス施設・事業所の現場におけるハラスメントの実態や介護サービス事業者における

ハラスメント対応の状況を把握することを目的に実施した。 

 

2.2. 調査の方法 

【調査対象】 

訪問系（訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護））、通所系（通所介護、

地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護）、居宅介護支援事業所、入所系（介護老人福祉施設、

特定施設入居者生活介護（一般型））を対象にサービス種別ごとに無作為抽出し、全体で 10,000件

の施設・事業所を対象に実施。そのうち、「管理者票」については、管理者等（介護現場でのハラ

スメントの実態や取組について把握している方）を対象に実施。 

また、「職員票」については、対象となった施設・事業所に勤務する直接処遇職員（介護職員等、

利用者のケアに直接関わる職員）の全員（配布は管理者等に依頼）を対象に実施。 

 

【発送数の抽出】 

サービス種別ごとに理論上の回収可能従事者数が概ね 4,000 人以上となるように、調査対象と

する従事者数が多い介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護、通所介護のほか、居宅介護支

援の調査対象を、合計で 10,000施設・事業所となるように調整した。サービス種別の管理者調査

票の調査対象数は次ページのとおりである。 

なお、職員票は、10,000施設・事業所の管理者等から、その施設・事業所に勤務する直接処遇職

員の全員を対象に配布いただくことを依頼して実施したため、実際の依頼件数等は不明である。 

 

【調査方法】 

調査対象となる施設・事業所に調査依頼を郵送し、WEBサイト上で回答していただく方式。 

「職員票」については、管理者から調査用の URL、ID、パスワードについて記入された用紙を WEB

からダウンロードし、勤務する職員に配布いただき、職員が、PC、スマートフォン等から WEB サ

イト上で回答いただく方式。 

 

 

 調査の流れ  

管理者 直接処遇職員 
③ 管理者調査票への回答 

④ 職員票への回答 

① WEB サイトヘアクセス・ 
ログイン 

②職員の ID・パスワード発
行、「実態調査のご協力の
お願い」 

管理者 
画面 
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【実施時期】 平成31年 2月 

【調査実績】 管理者調査 

発送数 10,000 （発送の結果、廃業等が明らかとなった分を含む） 

回収数  2,155  

回収率 21.6％  

職員調査 

回収数 10,112  

 

表 2-1 サービス種別の回収状況 

 

注： 母数（事業所数）は「厚生労働省 介護給付費等実態調査月報 平成 30 年 4 月 請求事業

所数」、従業員数は「厚生労働省 平成 29 年度介護サービス施設・事業所調査」を用いて

いる。 

  

【職員調査票】

母数
（事業所数）

従業員数 調査対象数 回収 回収率 回収

訪問介護 33,284 457,910 2,290 453 19.8% 2,532

訪問看護 11,164 92,902 720 122 16.9% 706

訪問リハビリテーション 4,138 19,009 880 260 29.5% 901

通所介護 23,599 393,840 800 147 18.4% 655

特定施設入居者生活介護

（外部サービス利用型を除く）
5,088 125,083 350 72 20.6% 505

居宅介護支援 40,065 413,398 2,000 443 22.2% 959

介護老人福祉施設 7,885 48,182 400 65 16.3% 1,010

認知症対応型通所介護 3,541 76,312 300 56 18.7% 207

小規模多機能型居宅介護 5,363 22,778 390 66 16.9% 353

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 868 7,683 300 73 24.3% 414

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 434 192,999 300 67 22.3% 529

地域密着型通所介護 19,709 149,408 1,270 331 26.1% 1,173

【管理者調査票】
サービス種別
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【調査内容】 

調査項目は以下のとおりである。 

 

表 2-2   調査項目 

 調査項目 

管理者 ⚫ 回答者の基本情報 

 性別、年代、利用開始、介護現場での職務経験年数、現職場での管理者としての

経験年数 

⚫ 介護サービス施設・事業所の基本情報 

 法人全体の職員数、施設・事業所の職種別職員数、施設・事業所の利用者数 

⚫ 利用者・家族等からのハラスメントの実態 

 施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの発生状況 

 施設・事業所で発生し、把握している利用者・家族等からのハラスメントの人

数（把握している人数） 

 施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの把握方法 

 施設・事業所で把握している利用者・家族等からのハラスメントの発生状況の

推移 

⚫ 利用者・家族等からのハラスメントの対応 

 利用者・家族等からのハラスメント発生時の施設・事業所における対応者 

 利用者・家族等からのハラスメント発生時の施設・事業所（組織）の対応方法 

 利用者・家族等からのハラスメントに対する、施設・事業所（組織）の防止対策

の整備状況 

 利用者・家族等からのハラスメントの発生に備えて、施設・事業所（組織）にお

いて準備している事柄や体制等 

 施設・事業所内の職員への周知・啓発の方法 

 施設・事業所における利用者・家族等への啓発の方法 

 利用者・家族等からのハラスメントの予防・解決のため、施設・事業所での取組

を行う上での課題 

 利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因 

 利用者・家族等からのハラスメントの対応で、施設・事業所として必要と考え

ること 

 利用者・家族等からのハラスメントに関する管理者の考え 

職員 ⚫ 回答者の基本情報 

 職種、雇用形態、性別、担当している利用者数、年齢、経験 

⚫ 利用者・家族等からのハラスメントの状況 

 これまでに、利用者本人からハラスメントを受けた有無 

 この 1 年間に、利用者本人からハラスメントを受けた有無 

 この 1 年間に利用者から受けたことがあるハラスメントの内容 

 これまでに、利用者の家族等からハラスメントを受けた有無 

 この 1 年間に、利用者の家族等から、ハラスメントを受けた有無 

 この 1 年間に利用者の家族等から受けたことがあるハラスメントの内容 
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 調査項目 

 利用者・家族等からハラスメントを受けた際の相談状況 

 利用者・家族等からハラスメントを受けた際、相談したことがある相談相手 

 相談しなかったケースについて、相談しない理由 

 利用者・家族等からハラスメントを受けて休んだことの有無 

 利用者・家族等からハラスメントを受けてケガや、病気（精神的なものも含む）

になったことの有無 

 利用者・家族等からハラスメントを受けて仕事を辞めたいと思ったことの有無 

⚫ 過去１年間で、利用者・家族等からあなたが受けたハラスメントの１つのケース

について 

 該当するケースについて 

 利用者・家族等からハラスメントを受けた際の相談状況 

 相談相手と対応状況 

 相談相手が対応した内容 

 相談した結果、利用者・家族等から受けていたハラスメントのその後の状況 

 相談しなかった理由 

⚫ 利用者・家族等からのハラスメントの考え方 

 介護現場において、利用者・家族等からのハラスメントの発生状況の推移 

 利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因 

 利用者・家族等からのハラスメントの対応で必要と考えること 

 利用者・家族等から、あなたがハラスメントを受けた場合に、施設・事業所に希

望する対応 

⚫ 職場での日常的な関係性 

 職場の方々もしくは周囲の方々との関係性 

 

 

【調査におけるハラスメントについて】 

 ハラスメントについては、確定した定義はないことから、本調査では、身体的暴力、精神的暴

力及びセクシュアルハラスメントをあわせて介護現場におけるハラスメントと設定した。具体的

には、先行の調査研究を参考に次頁の表に示した行為を「ハラスメント※1」と総称し、調査を実

施した。 

なお、利用者や家族等からの苦情の申し立て及び介護サービス施設・事業所での上司や同僚等

によるハラスメントに関しては、この調査の目的と異なるため、対象外としている。 

※1認知症等の病気や障害のある方による行為も含む。 
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調査におけるハラスメントとは 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：「訪問看護師・訪問介護員が受ける暴力等対策マニュアル（公益社団法人兵庫県看護協会、兵庫県）」をもとに三菱

総合研究所が作成 

注：「パワーハラスメント」は、一般的に職場の上司・部下、先輩・後輩などの職場内における立場の優位性の下での行為を

表現する用語であるため、今回の実態調査や本マニュアルでは「パワーハラスメント」という用語は使っていません。 

 

  

１）身体的暴力 

身体的な力を使って危害を及ぼす行為。（職員が回避したため危害を免れたケースを含む） 

例：○コップをなげつける 

○蹴られる 

○手を払いのけられる 

○たたかれる 

○手をひっかく、つねる 

○首を絞める 

○唾を吐く 

○服を引きちぎられる 

 

 

２）精神的暴力 

  個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為。 

例：○大声を発する 

○サービスの状況をのぞき見する 

○怒鳴る 

○気に入っているホームヘルパー

以外に批判的な言動をする 

○威圧的な態度で文句を言い続け

る 

○刃物を胸元からちらつかせる  

○「この程度できて当然」と理不尽

なサービスを要求する 

○利用者の夫が「自分の食事も一緒

に作れ」と強要する 

○家族が利用者の発言をうのみにし、理不尽

な要求をする 

○訪問時不在のことが多く書置きを残すと

「予定通りサービスがなされていない」と

して、謝罪して正座するよう強く求める 

○「たくさん保険料を支払っている」と大掃除

を強要、断ると文句を言う 

○利用料金の支払を求めたところ、手渡しせ

ずに、お金を床に並べてそれを拾って受け

取るように求められた。 

○利用料金を数か月滞納。「請求しなかった事

業所にも責任がある」と支払いを拒否する 

○特定の訪問介護員にいやがらせをする 

 

３）セクシュアルハラスメント 

  意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為。 

例：○必要もなく手や腕をさわる 

○抱きしめる 

○女性のヌード写真を見せる 

○入浴介助中、あからさまに性的な 

話をする 

○卑猥な言動を繰り返す 

○サービス提供に無関係に下半身を丸出し

にして見せる 

○活動中のホームヘルパーのジャージに手

を入れる 
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2.3. 調査結果 

2.3.1. 管理者調査 

(1) 回答者の基本情報 

回答した管理者について、性別をみると、「男性」の構成比が高いサービスは、訪問リハビリテ

ーションが 76.5％、特定施設入居者生活介護が 72.2％であった。「女性」の構成比が高いサービ

スは、訪問看護が 90.2％、居宅介護支援が 67.5％であった。 

回答した管理者の年代をみると、「50 代」が最も多いサービスは、訪問看護、介護老人福祉施設

で、それ以外のサービスでは、「40 代」が最も多かった。 

回答した管理者の介護現場での職務経験年数は、「6～10 年」が最も多いサービスは、通所介護、

特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護であり、「21 年超」が最

も多いサービスは、介護老人福祉施設であり、その他のサービスは、「11～15 年」が最も多かっ

た。 

回答した管理者の現職場での管理者としての経験年数は、全サービスにおいて、「1～5 年」が

４～６割で最も多かった。 

 

 回答者の性別 

サービス n =

訪問介護 453

訪問看護 122

訪問リハビリテーション 260

通所介護 147

特定施設入居者生活介護 72

居宅介護支援 443

介護老人福祉施設 65

認知症対応型通所介護 56

小規模多機能型居宅介護 66

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

73

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

67

地域密着型通所介護 331

65.8

90.2

23.5

41.5

27.8

67.5

32.3

44.6

40.9

45.2

55.2

43.5

34.2

9.8

76.5

58.5

72.2

32.5

67.7

55.4

59.1

54.8

44.8

56.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 女性
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  回答者の年代 

 

 

 回答者の介護現場での職務経験年数 

サービス n =

訪問介護 453

訪問看護 122

訪問リハビリテーション 260

通所介護 147

特定施設入居者生活介護 72

居宅介護支援 443

介護老人福祉施設 65

認知症対応型通所介護 56

小規模多機能型居宅介護 66

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

73

複合型サービス（看護小規模
多機能型居宅介護）

67

地域密着型通所介護 331

2.4

1.6

1.9

2.0

0.0

0.2

0.0

3.6

1.5

1.4

1.5

4.8

12.6

7.4

36.2

26.5

16.7

9.5

7.7

16.1

31.8

27.4

26.9

26.6

33.6

32.8

37.3

34.7

40.3

38.1

24.6

42.9

34.8

37.0

32.8

31.4

32.5

52.5

18.1

22.4

22.2

37.0

36.9

26.8

25.8

27.4

31.3

22.4

15.9

5.7

3.5

9.5

18.1

14.0

23.1

8.9

4.5

6.8

7.5

12.7

3.1

0.0

3.1

4.8

2.8

1.1

7.7

1.8

1.5

0.0

0.0

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

サービス n =

訪問介護 453

訪問看護 122

訪問リハビリテーション 260

通所介護 147

特定施設入居者生活介護 72

居宅介護支援 443

介護老人福祉施設 65

認知症対応型通所介護 56

小規模多機能型居宅介護 66

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

73

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

67

地域密着型通所介護 331

3.1

3.3

3.8

2.0

5.6

0.9

6.2

0.0

0.0

2.7

0.0

1.5

11.9

22.1

18.8

8.8

12.5

5.2

9.2

5.4

4.5

5.5

11.9

21.8

21.6

18.0

23.8

26.5

30.6

17.4

10.8

19.6

34.8

17.8

9.0

31.1

26.7

19.7

27.3

23.8

26.4

29.8

18.5

35.7

25.8

34.2

32.8

25.1

25.2

18.0

16.5

19.7

16.7

29.1

23.1

17.9

19.7

24.7

29.9

13.0

11.5

18.9

9.6

19.0

8.3

17.6

32.3

21.4

15.2

15.1

16.4

7.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１年未満 １～５年 ６～10年 11～15年 16～20年 21年超



 

12 

 

 

 回答者の現職場での管理者としての経験年数 

 

  

サービス n =

訪問介護 453

訪問看護 122

訪問リハビリテーション 260

通所介護 147

特定施設入居者生活介護 72

居宅介護支援 443

介護老人福祉施設 65

認知症対応型通所介護 56

小規模多機能型居宅介護 66

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

73

複合型サービス（看護小規模
多機能型居宅介護）

67

地域密着型通所介護 331

13.2

14.8

11.5

11.6

19.4

12.2

12.3

14.3

9.1

16.4

20.9

7.6

44.6

54.1

46.9

49.7

41.7

44.7

52.3

51.8

57.6

56.2

55.2

55.9

25.2

15.6

21.5

22.4

23.6

24.6

15.4

19.6

22.7

12.3

16.4

25.4

11.5

8.2

10.8

13.6

13.9

12.9

9.2

8.9

9.1

6.8

7.5

8.5

4.6

5.7

6.2

1.4

1.4

4.7

4.6

3.6

1.5

8.2

0.0

2.4

0.9

1.6

3.1

1.4

0.0

0.9

6.2

1.8

0.0

0.0

0.0

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１年未満 １～５年 ６～10年 11～15年 16～20年 21年超
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(2) 事業所の基本情報 

法人全体の職員数については、「300 人以上」が最も多いサービスは、訪問リハビリテーション、

特定施設入居者生活介護、居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）であった。 

施設・事業所の職員数の平均をみると、平均値が最も大きいサービスは介護老人福祉施設で

「52.5 人」、最も少ないサービスは居宅介護支援で「11.2 人」であった。 

施設・事業所の利用者数をみると、「101 人以上」が最も多いサービスは訪問看護と居宅介護支

援であり、「71～100 人」が最も多いサービスは介護老人福祉施設であった。また、「31～50 人」

が最も多いサービスは特定施設入居者生活介護であった。その他のサービスは、「11～30 人」が

最も多かった。 

 

 法人全体の職員数（常勤・非常勤を含む） 

  

サービス n =

訪問介護 453

訪問看護 122

訪問リハビリテーション 260

通所介護 147

特定施設入居者生活介護 72

居宅介護支援 443

介護老人福祉施設 65

認知症対応型通所介護 56

小規模多機能型居宅介護 66

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

73

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

67

地域密着型通所介護 331

5.5

11.5

8.5

2.0

15.8

3.6

5.7

10.8

23.8

3.5

7.5

6.5

10.7

3.0

25.4

23.0

9.0

5.4

19.0

2.8

7.9

8.9

18.2

2.7

10.4

25.4

22.7

11.5

10.4

17.0

31.9

17.6

4.6

17.9

19.7

6.8

20.9

18.7

11.7

8.2

13.1

18.4

6.9

14.0

30.8

21.4

10.6

20.5

13.4

10.6

8.4

9.8

16.2

15.6

16.7

11.7

23.1

14.3

15.2

21.9

16.4

3.9

3.1

7.4

13.1

6.8

8.3

6.3

16.9

7.1

9.1

2.7

11.9

2.7

14.8

18.9

30.0

13.6

33.3

20.1

24.6

16.1

24.2

45.2

26.9

7.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５人未満 ５～９人 １０～１９人 ２０～４９人
５０～９９人 １００～１９９人 ２００～２９９人 ３００人以上
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表 2-3 事業所の職員数（常勤・非常勤を含む） 

 

 

 

 

 施設・事業所の利用者数 

 

  

調査数 平均

訪問介護 453 20.2
訪問看護 122 13.8
訪問リハビリテーション 260 35.8
通所介護 147 16.9
特定施設入居者生活介護 72 32.9
居宅介護支援 443 11.2
介護老人福祉施設 65 52.5
認知症対応型通所介護 56 19.6
小規模多機能型居宅介護 66 16.7
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 24.2
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 23.4
地域密着型通所介護 331 12.1

サービス n =

訪問介護 453

訪問看護 122

訪問リハビリテーション 260

通所介護 147

特定施設入居者生活介護 72

居宅介護支援 443

介護老人福祉施設 65

認知症対応型通所介護 56

小規模多機能型居宅介護 66

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

73

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

67

地域密着型通所介護 331

1.2

0.0

0.2

1.5

6.4

2.5

22.3

1.4

1.1

21.4

3.0

17.8

4.5

7.3

25.8

14.8

27.3

25.2

27.8

15.6

6.2

58.9

93.9

34.2

92.5

45.0

24.1

25.4

15.0

24.5

40.3

18.3

24.6

7.1

1.5

21.9

1.5

20.8

15.9

15.6

10.4

18.4

20.8

14.9

15.4

3.6

6.8

0.0

10.0

12.8

14.8

10.4

15.0

4.2

16.3

29.2

1.8

12.3

0.0

8.5

14.8

26.2

13.5

15.6

6.9

33.6

24.6

7.1

6.8

1.5

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０人 １人～１０人 １１人～３０人 ３１人～５０人
５１人～７０人 ７１人～１００人 １０１人以上 無回答
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(3) 利用者・家族等からのハラスメントの実態 

1) １年間の施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの発生の把握状況 

この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）に、利用者・家族等からのハラスメントの発生状況につ

いては、「ハラスメントの発生を把握している」は、訪問リハビリテーションの 25.4％が最も低

く、訪問看護の 55.7％が最も高かった。一方で、「ハラスメントの有無を把握できていない」は１

割程度であった。 

注：以下、サービス種別により、回収率が異なっていることに注意が必要である。 

 

 

 この１年間の施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの

発生の把握状況 

 

  

サービス n =

訪問介護 453

訪問看護 122

訪問リハビリテーション 260

通所介護 147

特定施設入居者生活介護 72

居宅介護支援 443

介護老人福祉施設 65

認知症対応型通所介護 56

小規模多機能型居宅介護 66

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

73

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

67

地域密着型通所介護 331

46.6

55.7

25.4

46.3

55.6

33.2

46.2

35.7

47.0

52.1

53.7

34.1

45.0

34.4

60.0

47.6

38.9

58.2

40.0

53.6

50.0

38.4

37.3

57.7

8.4

9.8

14.6

6.1

5.6

8.6

13.8

10.7

3.0

9.6

9.0

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ハラスメントの発生を把握している ハラスメントは発生していない
ハラスメントの有無を把握できていない
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参考：施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの発生状況の把握状況別の職

員票における利用者からのハラスメント受けたことがある職員の有無 

 

この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）に利用者・家族等からのハラスメントの発生状況につい

て、「ハラスメントは発生していない」と回答した施設・事業所において、所属する職員の回答が

得られたケースをみると以下のとおりである。サービス別に違いはあるものの、少なくとも半分

以上の施設・事業所で、この 1 年間にハラスメントを受けたことがあると回答した職員がいるこ

とがわかる。 

 

 

注）管理者調査と職員調査で紐づかない事業所及び無回答を除いて集計 

（ハッチは管理者票で「ハラスメントは発生していない」と回答し、職員票でこの１年間でハラ

スメントを受けたことがあると回答した職員がいる事業所） 

 

  

調査数
受けたこと
がある

受けたこと
はない

ハラスメントの発生を把握している 170 94.7% 5.3%
ハラスメントは発生していない 134 70.9% 29.1%
ハラスメントの有無を把握できていない 34 91.2% 8.8%
ハラスメントの発生を把握している 59 93.2% 6.8%
ハラスメントは発生していない 36 80.6% 19.4%
ハラスメントの有無を把握できていない 11 90.9% 9.1%
ハラスメントの発生を把握している 61 78.7% 21.3%
ハラスメントは発生していない 124 50.0% 50.0%
ハラスメントの有無を把握できていない 32 84.4% 15.6%
ハラスメントの発生を把握している 51 88.2% 11.8%
ハラスメントは発生していない 53 58.5% 41.5%
ハラスメントの有無を把握できていない 7 100.0% -
ハラスメントの発生を把握している 36 97.2% 2.8%
ハラスメントは発生していない 22 90.9% 9.1%
ハラスメントの有無を把握できていない 2 100.0% -
ハラスメントの発生を把握している 100 85.0% 15.0%
ハラスメントは発生していない 137 54.0% 46.0%
ハラスメントの有無を把握できていない 28 67.9% 32.1%
ハラスメントの発生を把握している 26 100.0% -
ハラスメントは発生していない 19 89.5% 10.5%
ハラスメントの有無を把握できていない 7 100.0% -
ハラスメントの発生を把握している 17 100.0% -
ハラスメントは発生していない 18 94.4% 5.6%
ハラスメントの有無を把握できていない 6 83.3% 16.7%
ハラスメントの発生を把握している 24 95.8% 4.2%
ハラスメントは発生していない 22 95.5% 4.5%
ハラスメントの有無を把握できていない 2 100.0% -
ハラスメントの発生を把握している 28 96.4% 3.6%
ハラスメントは発生していない 20 80.0% 20.0%
ハラスメントの有無を把握できていない 6 100.0% -
ハラスメントの発生を把握している 30 96.7% 3.3%
ハラスメントは発生していない 21 76.2% 23.8%
ハラスメントの有無を把握できていない 6 100.0% -
ハラスメントの発生を把握している 86 82.6% 17.4%
ハラスメントは発生していない 132 58.3% 41.7%
ハラスメントの有無を把握できていない 22 81.8% 18.2%

介護老人福祉施設

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

複合型サービス
（看護小規模多機能型居宅介護）

地域密着型通所介護

訪問介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援
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2) 利用者・家族等からのハラスメントにおける人数の把握状況 

１年間（平成 30 年 1 月～12 月）で、利用者・家族等からのハラスメントの人数の把握状況を

みると、「人数を把握できている」が８～９割であり、「人数は全く把握できていない」が１割程

度であった。 

 

 

 この 1年間の利用者・家族等からのハラスメントの人数の把握状況（ハラス

メントの発生を把握している管理者が回答） 

 

 

  

サービス n =

訪問介護 211

訪問看護 68

訪問リハビリテーション 66

通所介護 68

特定施設入居者生活介護 40

居宅介護支援 147

介護老人福祉施設 30

認知症対応型通所介護 20

小規模多機能型居宅介護 31

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

38

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

36

地域密着型通所介護 113

92.9

92.6

81.8

94.1

85.0

90.5

83.3

95.0

96.8

86.8

91.7

97.3

7.1

7.4

18.2

5.9

15.0

9.5

16.7

5.0

3.2

13.2

8.3

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人数を把握できている 人数は全く把握できていない
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3) ハラスメントがあると報告を受けた利用者の人数 

この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）で利用者・家族等からのハラスメントの人数を「把握で

きている」と回答したうち、ハラスメントがあると報告を受けた利用者の人数をみると、すべて

のサービスで「１人」と回答した施設・事業所が最も多かった。介護老人福祉施設では、「２人」

の回答も「１人」と同じく最も多かった。 

注：一部の人数しか把握できていないと思われる場合を含んでいることに注意が必要 

ハラスメントがあると報告を受けた利用者からハラスメントを受けた職員数をみると、訪問リ

ハビリテーションと居宅介護支援では「１人」が最も多く、地域密着型通所介護では「２人」と

「３人」が最も多かった。その他のサービスでは、訪問看護を除き、「６人以上」が最も多かった。 
 

 

 この 1年間にハラスメントがあると報告を受けた利用者の人数（人数を把握

できている管理者が回答） 

 

 この 1年間にハラスメントがあると報告を受けたうち、利用者からハラスメ

ントを受けた職員数（人数を把握できている管理者が回答） 

サービス n =

訪問介護 196

訪問看護 63

訪問リハビリテーション 54

通所介護 64

特定施設入居者生活介護 34

居宅介護支援 133

介護老人福祉施設 25

認知症対応型通所介護 19

小規模多機能型居宅介護 30

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

33

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

33

地域密着型通所介護 110

6.1

17.5

13.0

1.6

8.8

23.3

12.0

15.8

6.7

6.1

12.1

9.1

31.1

33.3

51.9

40.6

29.4

40.6

28.0

31.6

50.0

36.4

27.3

38.2

26.5

20.6

14.8

23.4

11.8

21.1

28.0

10.5

16.7

24.2

21.2

30.0

15.3

17.5

5.6

15.6

17.6

6.8

4.0

21.1

10.0

15.2

21.2

12.7

6.6

4.8

3.7

4.7

8.8

3.0

4.0

0.0

13.3

0.0

12.1

4.5

6.1

1.6

7.4

7.8

8.8

0.8

12.0

0.0

3.3

12.1

3.0

3.6

7.7

4.8

3.7

6.3

14.7

4.5

12.0

21.1

6.1

3.0

1.8

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答

サービス n =

訪問介護 196

訪問看護 63

訪問リハビリテーション 54

通所介護 64

特定施設入居者生活介護 34

居宅介護支援 133

介護老人福祉施設 25

認知症対応型通所介護 19

小規模多機能型居宅介護 30

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

33

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

33

地域密着型通所介護 110

6.6

20.6

18.5

6.3

11.8

28.6

8.0

5.3

13.3

6.1

9.1

9.1

14.8

14.3

51.9

9.4

8.8

36.8

12.0

5.3

10.0

12.1

9.1

18.2

18.9

11.1

20.4

21.9

5.9

15.0

4.0

26.3

13.3

18.2

9.1

21.8

18.9

15.9

5.6

15.6

2.9

5.3

16.0

15.8

16.7

15.2

9.1

21.8

11.2

11.1

9.4

11.8

3.0

8.0

5.3

13.3

9.1

9.1

10.9

9.2

14.3

10.9

20.6

3.0

16.0

5.3

6.7

6.1

5.5

20.4

12.7

3.7

26.6

38.2

8.3

36.0

36.8

26.7

33.3

54.5

12.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上
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4) ハラスメントがあると報告を受けた家族等の人数 

この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）で利用者・家族等からのハラスメントの人数を「把握で

きている」と回答したうち、ハラスメントがあると報告を受けた家族等の人数をみると、「０人」

が特定施設入居者生活介護を除くサービスで最も多く、「１人」がいずれのサービスでも１～４割

程度であった。ハラスメントがあると報告を受けた家族等からハラスメントを受けた職員数をみ

ると「０人」がいずれのサービスにおいても最も多かったが、なかには数人の回答割合が多いサ

ービスもあった。 

 

 この 1年間にハラスメントがあると報告を受けた家族等の人数（人数を把握

できている管理者が回答） 

 

 この 1年間に報告のうち、家族等からハラスメントを受けたと報告があった

職員数（人数を把握できている管理者が回答） 

サービス n =

訪問介護 196

訪問看護 63

訪問リハビリテーション 54

通所介護 64

特定施設入居者生活介護 34

居宅介護支援 133

介護老人福祉施設 25

認知症対応型通所介護 19

小規模多機能型居宅介護 30

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

33

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

33

地域密着型通所介護 110

68.9

57.1

64.8

73.4

35.3

47.4

64.0

63.2

80.0

45.5

60.6

86.4

18.9

30.2

27.8

20.3

38.2

26.3

24.0

15.8

20.0

27.3

33.3

9.1

8.2

11.1

3.7

3.1

17.6

15.0

12.0

5.3

15.2

3.0

4.5

3.6

1.6

1.9

1.6

5.9

6.8

5.3

6.1

3.0

0.0

2.9

0.8

10.5

3.0

0.5

0.0

0.8

3.0

1.9

1.6

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

サービス n =

訪問介護 196

訪問看護 63

訪問リハビリテーション 54

通所介護 64

特定施設入居者生活介護 34

居宅介護支援 133

介護老人福祉施設 25

認知症対応型通所介護 19

小規模多機能型居宅介護 30

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

33

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

33

地域密着型通所介護 110

69.4

57.1

64.8

76.6

38.2

49.6

64.0

63.2

76.7

45.5

60.6

87.3

10.7

17.5

24.1

6.3

11.8

31.6

16.0

5.3

6.7

12.1

9.1

7.3

6.1

12.7

7.4

6.3

11.8

8.3

0.0

10.5

3.3

24.2

9.1

1.8

6.6

6.3

1.9

7.8

17.6

5.3

12.0

5.3

0.0

0.0

1.8

3.1

3.2

0.0

0.0

2.9

2.3

0.0

15.8

3.3

3.0

0.0

2.0

1.6

0.0

3.1

5.9

1.5

4.0

3.3

6.1

12.1

0.9

2.0

1.6

1.9

11.8

1.5

4.0

6.7

12.1

6.1

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上
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5) 施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの把握方法 

施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの把握方法については、「職員からの報告を受けて把握」が８割～９割超でいずれのサー

ビスにおいても最も多かった。その他に、「施設・事業所内の会議等を通じて把握」、「職員の相談・苦情窓口にて把握」が多くあげられた。 

 

表 2-4 施設・事業所における利用者・家族等からのハラスメントの把握方法【複数回答】（ハラスメントの発生を把握できている、ハ

ラスメントは発生していないと回答した管理者が回答） 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

 

調査数

職員から
の報告を
受けて把
握

施設・事業
所内アン
ケートを実
施して把握

施設・事業
所内の会
議等を通じ
て把握

人事面談
の際に把
握

イントラネッ
ト等を通じ
て把握

職員の相
談・苦情窓
口にて把
握

ハラスメン
トの対策を
検討する
委員会・プ
ロジェクト
チームを通
じて把握

管理者が、
適宜、担当
職員と同
行又は同
席すること
で把握

管理者
が、定期
的に介護
記録を確
認すること
で把握

その他 無回答

訪問介護 415 94.0% 3.4% 35.7% 13.5% 0.2% 36.9% 0.5% 20.0% 36.9% 2.7% -
訪問看護 110 99.1% 2.7% 28.2% 19.1% - 30.9% 1.8% 21.8% 15.5% 2.7% -
訪問リハビリテーション 222 95.9% 5.9% 34.7% 21.2% - 33.8% 5.9% 2.7% 10.8% 2.7% -
通所介護 138 96.4% 5.8% 44.2% 23.2% - 36.2% 2.2% 22.5% 28.3% 2.9% -
特定施設入居者生活介護 68 91.2% 13.2% 45.6% 38.2% 1.5% 48.5% 4.4% 20.6% 42.6% 2.9% -
居宅介護支援 405 86.9% 3.0% 26.7% 8.4% - 29.4% 2.2% 12.8% 11.9% 6.7% 0.5%
介護老人福祉施設 56 92.9% 12.5% 57.1% 48.2% 3.6% 48.2% 7.1% 23.2% 35.7% 1.8% -
認知症対応型通所介護 50 90.0% 4.0% 56.0% 32.0% - 40.0% 2.0% 22.0% 44.0% 8.0% -
小規模多機能型居宅介護 64 98.4% 9.4% 53.1% 21.9% - 40.6% 1.6% 28.1% 32.8% 7.8% -
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 66 97.0% 6.1% 45.5% 25.8% 3.0% 33.3% 4.5% 25.8% 37.9% 6.1% -
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 61 96.7% 3.3% 49.2% 27.9% 1.6% 32.8% 1.6% 19.7% 29.5% 9.8% -
地域密着型通所介護 304 93.1% 4.3% 50.0% 15.1% - 36.2% 1.3% 20.7% 32.6% 5.9% -



 

21 

 

6) 施設・事業所で把握している利用者・家族等からのハラスメントの発生件数の推移 

施設・事業所で把握している利用者・家族等からのハラスメントの発生件数の推移（直近３年

（平成 28～30 年））については、いずれのサービスにおいても「変わらない」が最も多かった。

「増えている」と「減っている」を比較すると、５つのサービスで「増えている」の方が多く、７

つのサービスで「減っている」が多かった。 

 

 

 施設・事業所で把握している利用者・家族等からのハラスメントの発生件数

の推移（直近３年（平成 28～30年）） 

（ハラスメントの発生を把握できている、ハラスメントは発生していないと回答した

管理者が回答） 

 

7) 利用者・家族等からのハラスメント発生時の施設・事業所における対応者 

ハラスメント発生時の施設・事業所における対応者をみると、いずれのサービスにおいても、「施

設・事業所の管理者・上司が対応」が８～９割と最も多かった。その他に、「法人本部に報告し、

本部の担当者が対応」、「内容により担当職員が異なる」の回答も多かった。 

 

表 2-5 利用者・家族等からのハラスメント発生時の施設・事業所における対応者【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

サービス n =

訪問介護 415

訪問看護 110

訪問リハビリテーション 222

通所介護 138

特定施設入居者生活介護 68

居宅介護支援 405

介護老人福祉施設 56

認知症対応型通所介護 50

小規模多機能型居宅介護 64

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

66

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

61

地域密着型通所介護 304

10.1

12.7

6.3

6.5

5.9

9.6

19.6

10.0

10.9

24.2

14.8

5.6

14.9

10.0

4.1

10.9

14.7

6.7

3.6

8.0

17.2

12.1

9.8

10.9

59.5

55.5

69.4

63.0

61.8

62.7

58.9

64.0

51.6

50.0

63.9

60.2

15.4

21.8

20.3

19.6

17.6

20.7

17.9

18.0

20.3

13.6

11.5

23.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増えている 減っている 変わらない わからない 無回答

調査数

法人本部
に報告し、
本部の担
当者が対
応

施設・事業
所の管理
者・上司が
対応

内容により
担当職員
が異なる

弁護士、社
会保険労
務士が対
応

社外専門
相談機関
（ＥＡＰ等）
が対応

特に決まっ
ていない

その他

訪問介護 453 20.8% 85.7% 17.2% 2.9% 2.9% 6.8% 4.4%
訪問看護 122 22.1% 88.5% 16.4% 4.1% 0.8% 4.1% 4.9%
訪問リハビリテーション 260 25.4% 77.3% 27.7% 7.7% 0.8% 11.5% 1.9%
通所介護 147 25.9% 82.3% 21.8% 3.4% 0.7% 7.5% 4.1%
特定施設入居者生活介護 72 37.5% 91.7% 29.2% 11.1% 4.2% 1.4% 2.8%
居宅介護支援 443 24.6% 76.7% 16.5% 4.7% 2.3% 9.5% 5.9%
介護老人福祉施設 65 29.2% 87.7% 43.1% 13.8% - 3.1% -
認知症対応型通所介護 56 32.1% 92.9% 19.6% 10.7% 3.6% 1.8% 3.6%
小規模多機能型居宅介護 66 31.8% 89.4% 22.7% 6.1% 1.5% 3.0% 4.5%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 37.0% 90.4% 19.2% 8.2% - 5.5% 2.7%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 37.3% 86.6% 22.4% 10.4% - 7.5% 3.0%
地域密着型通所介護 331 21.8% 87.6% 13.6% 5.4% 0.9% 4.8% 2.7%
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8) 利用者・家族等からのハラスメント発生時の施設・事業所（組織）の対応方法 

ハラスメント発生時の施設・事業所（組織）の対応方法については、いずれのサービスにおいても、「施設・事業所として把握した際、ハラスメン

トの事実確認を行う」、「職員と具体的対応について話し合う場を設定する」,「職員に今後の対応について明確に示す」が多かった。その中で、特定施

設入居者生活介護では、「利用者・家族等と話し合いを行い、再発防止策を検討する」の回答も多かった。 

 

表 2-6 利用者・家族等からのハラスメント発生時の施設・事業所（組織）の対応方法【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

調査数

施設・事業
所として把
握した際、
ハラスメン
トの事実確
認を行う

職員に今
後の対応
について明
確に示す

職員と具
体的対応
について話
し合う場を
設定する

ハラスメン
トの情報を
他の施設・
事業所と
共有し、連
携して対応
を行う

ハラスメン
トの情報を
保険者と
共有し、連
携して対応
を行う

再発防止
策を実施で
きるまで
は、加算の
対象となる
複数人で
対応する
体制をとる

再発防止
策を実施で
きるまで
は、ケアを
行う担当者
以外の職
員（ケアに
携わらない
職員）も同
行又は同
席する

被害を受け
た職員は
関わらない
よう調整す

る

利用者・家
族等と速
やかに話
し合いを行
い、再発防
止策を検
討する

別の施設・
事業所を
紹介すると
ともに利用
者の合意
のもと契約
を解除する

特にない その他

訪問介護 453 84.5% 79.0% 81.9% 47.5% 24.7% 10.4% 24.3% 57.2% 62.0% 14.6% 1.8% 3.8%
訪問看護 122 81.1% 80.3% 85.2% 50.8% 17.2% 28.7% 28.7% 59.8% 53.3% 19.7% - 0.8%
訪問リハビリテーション 260 85.0% 77.7% 78.1% 51.9% 20.4% 15.0% 20.0% 51.9% 58.5% 19.2% 4.2% 3.5%
通所介護 147 78.9% 72.1% 77.6% 43.5% 19.7% 6.1% 20.4% 38.1% 52.4% 6.1% 3.4% 3.4%
特定施設入居者生活介護 72 90.3% 72.2% 75.0% 36.1% 16.7% 2.8% 25.0% 45.8% 79.2% 11.1% 1.4% 2.8%
居宅介護支援 443 80.6% 63.7% 76.5% 42.7% 33.0% 7.9% 22.6% 30.0% 55.5% 16.7% 4.7% 2.7%
介護老人福祉施設 65 86.2% 72.3% 86.2% 36.9% 21.5% 13.8% 26.2% 47.7% 69.2% 6.2% 3.1% -
認知症対応型通所介護 56 82.1% 71.4% 80.4% 46.4% 17.9% 10.7% 14.3% 26.8% 57.1% - - 3.6%
小規模多機能型居宅介護 66 86.4% 77.3% 84.8% 34.8% 33.3% 13.6% 34.8% 47.0% 59.1% 6.1% 1.5% 3.0%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 89.0% 78.1% 75.3% 52.1% 24.7% 13.7% 21.9% 50.7% 63.0% 20.5% 1.4% 4.1%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 86.6% 80.6% 80.6% 28.4% 23.9% 11.9% 25.4% 49.3% 73.1% 20.9% - 4.5%
地域密着型通所介護 331 81.9% 75.2% 78.2% 34.7% 21.1% 4.5% 18.7% 34.4% 58.3% 10.0% 4.5% 3.3%
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9) 利用者・家族等からのハラスメントに対する施設・事業所（組織）の防止対策の整備状況 

利用者・家族等からのハラスメントに対する施設・事業所（組織）の防止対策の整備状況をみると、「利用者・家族等の様々な状況からハラスメン

トのリスクを施設・事業所内で検討する体制がある（攻撃的な態度やハラスメント行為の前歴を確認するなど）」、「特定の職員が長期間固定して特定

の利用者を担当することがないように職員配置している」、「ハラスメントの発生ケースを振返り施設・事業所内で再発防止を検討する体制がある」が

多かった。 

 

表 2-7 利用者・家族等からのハラスメントに対する施設・事業所（組織）の 

防止対策の整備状況【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

 

 

  

調査数

利用者・家
族等の
様々な状
況からハラ
スメントの
リスクを施
設・事業所
内で検討
する体制
がある（攻
撃的な態
度やハラス
メント行為
の前歴を
確認するな

ど）

ハラスメン
ト発生のリ
スクが高い
場合、加算
の対象とな
る複数人
で対応する
体制として
いる

ケアを行う
担当者以
外の職員
（ケアに携
わらない職
員）も適宜
同行又は
同席して対
応できるよ
うに職員配
置している

特定の職
員が長期
間固定して
特定の利
用者を担
当すること
がないよう
に職員配
置している

特定の職
員が長期
間固定して
特定の利
用者を担
当すること
がないよう
に、適宜、
他の施設・
事業所と
分担して
サービスを
提供してい

る

同性介助
が実施で
きるように
職員配置
している

安全確認
の為、施
設・事業所
から施設・
事業所外
にいる職員
に連絡をす
るシステム
がある

ハラスメン
トのリスク
マネジメン
トを行う病
院や委員
会と連携し
ている

ハラスメン
トの発生
ケースを振
返り施設・
事業所内
で再発防
止を検討す
る体制が
ある

ハラスメン
トの発生
ケースにつ
いて他の
事業者と
情報共有
する体制
がある

ハラスメン
トの発生
ケースにつ
いて必ず
利用者の
主治医に
報告し連
携をとる体
制がある

ハラスメン
トの発生
ケースにつ
いて保険
者と情報
共有し、連
携協力して
対応する
体制があ
る

施設・事業
所の広告
等において
異性をひき
つける表現
にならない
よう注意し
ている

苦情対応
に当たって
は、不適切
な対応とな
り、ハラス
メントに発
展しないよ
う複数の職
員が同席
して対応し
ている

苦情対応
に当たって
は、対応す
る職員およ
び利用者・
家族等の
双方の言
動がエスカ
レートしな
いよう、対
応方法に
ついて定
期的に職
員研修を
実施してい

る

特にない その他

訪問介護 453 45.7% 16.6% 32.9% 45.7% 14.8% 18.3% 22.1% 2.6% 28.9% 33.6% 8.2% 15.5% 9.3% 22.3% 20.8% 7.9% 3.3%
訪問看護 122 43.4% 40.2% 37.7% 46.7% 10.7% 9.8% 21.3% 7.4% 33.6% 32.8% 23.0% 9.8% 9.0% 26.2% 14.8% 4.9% 0.8%
訪問リハビリテーション 260 48.1% 18.5% 18.1% 23.1% 8.5% 19.2% 25.4% 17.7% 30.0% 26.9% 17.3% 11.2% 11.2% 20.8% 15.4% 18.1% 0.8%
通所介護 147 45.6% 8.8% 29.3% 34.0% 15.0% 40.1% 15.0% 4.1% 34.7% 23.8% 5.4% 8.8% 10.9% 24.5% 16.3% 10.2% 5.4%
特定施設入居者生活介護 72 54.2% 9.7% 29.2% 50.0% 15.3% 23.6% 22.2% 6.9% 50.0% 20.8% 29.2% 13.9% 8.3% 40.3% 23.6% 6.9% -
居宅介護支援 443 42.4% 11.1% 24.6% 11.5% 3.6% 7.7% 13.5% 5.9% 23.7% 25.3% 8.8% 21.2% 3.2% 17.6% 15.1% 21.2% 2.0%
介護老人福祉施設 65 46.2% 13.8% 26.2% 35.4% 15.4% 20.0% 6.2% 12.3% 41.5% 18.5% 6.2% 12.3% 4.6% 61.5% 27.7% 6.2% 1.5%
認知症対応型通所介護 56 41.1% 7.1% 26.8% 32.1% 10.7% 42.9% 30.4% 7.1% 32.1% 19.6% 12.5% 14.3% 3.6% 19.6% 8.9% 10.7% -
小規模多機能型居宅介護 66 45.5% 16.7% 28.8% 50.0% 12.1% 40.9% 33.3% 7.6% 34.8% 19.7% 13.6% 21.2% 18.2% 36.4% 22.7% 7.6% 3.0%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 65.8% 20.5% 35.6% 50.7% 16.4% 24.7% 27.4% 9.6% 45.2% 31.5% 11.0% 15.1% 1.4% 37.0% 32.9% 6.8% 4.1%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 50.7% 19.4% 34.3% 52.2% 19.4% 35.8% 28.4% 6.0% 34.3% 16.4% 28.4% 14.9% 4.5% 31.3% 19.4% 9.0% 1.5%
地域密着型通所介護 331 46.5% 9.7% 27.5% 30.8% 7.9% 30.5% 16.9% 2.4% 29.6% 21.5% 6.0% 12.4% 6.3% 18.4% 13.9% 14.8% 2.7%
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10) 利用者・家族等からのハラスメントの発生に備えて施設・事業所（組織）において準備している事柄や体制等 

利用者・家族等からのハラスメントの発生に備えて施設・事業所（組織）において準備している事柄や体制等をみると、「ハラスメントの被害を受

けた職員に対して管理者が面談する体制がある」、「ハラスメント行為を行った当事者への対応策を検討する体制がある」、「すべての職員にハラスメン

トの発生後の報告ルート、インシデント・アクシデント報告用紙について周知している」と回答した施設・事業所が多かった。一方で、「特にない」

と回答した施設・事業所が１～３割程度あった。 

 

表 2-8 利用者・家族等からのハラスメントの発生に備えて、施設・事業所（組織）において準備している事柄や体制等【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

 

 

調査数

すべての
職員にハラ
スメントの
発生後の
報告ルー
ト、インシ
デント・アク
シデント報
告用紙に
ついて周
知している

すべての
職員にハラ
スメントの
発生後に
相談できる
外部機関
を周知して
いる

ハラスメン
ト発生時に
備え、職員
は緊急コー
ルができる
機器を携
帯している

ハラスメン
トの対応に
関するマ
ニュアルを
作成してい

る

ハラスメン
ト対応の訓
練を受けた
職員から
支援を受け
られる体制
がある

ハラスメン
トの被害を
受けた職
員に対して
管理者が
面談する
体制があ
る

ハラスメン
トの被害を
受けた職
員に対し、
必要なケ
ア（医療処
置、休養、
カウンセリ
ングを受け
るなど）を
提供する
体制があ
る

ハラスメン
トの対応に
ついて弁
護士にアド
バイスを受
ける体制
がある

ハラスメン
ト発生時に
協力してく
れる他施
設・事業所
の資源や
サービスが
ある

ハラスメン
ト行為を
行った当事
者への対
応策を検
討する体
制がある

ハラスメン
トの行為に
よって、警
察に被害
届を出す体
制がある

サービスの提供を

終了する場合で

あっても、再発防

止策を講じたうえ

で「他の介護サー

ビス施設・事業所

等の紹介その他の

必要な措置」を実

施し、利用者への

サービス提供が中

断しない体制があ

る

特にない その他

訪問介護 453 30.7% 12.1% 19.0% 19.6% 4.2% 67.1% 14.3% 9.1% 11.0% 35.1% 11.9% 23.6% 13.5% 1.8%
訪問看護 122 53.3% 16.4% 41.0% 20.5% 3.3% 63.9% 26.2% 9.0% 12.3% 25.4% 15.6% 24.6% 9.8% 1.6%
訪問リハビリテーション 260 45.4% 12.3% 27.7% 21.9% 6.2% 50.0% 23.8% 13.8% 13.5% 31.2% 14.6% 16.5% 20.8% 0.4%
通所介護 147 29.3% 10.9% 6.1% 18.4% 3.4% 59.9% 21.1% 8.8% 10.9% 34.7% 8.8% 13.6% 15.0% 4.1%
特定施設入居者生活介護 72 40.3% 15.3% 15.3% 19.4% 5.6% 62.5% 29.2% 27.8% 18.1% 45.8% 15.3% 16.7% 13.9% 2.8%
居宅介護支援 443 21.7% 10.6% 15.8% 10.6% 4.1% 51.5% 12.4% 9.5% 14.0% 24.8% 7.2% 21.7% 25.1% 0.7%
介護老人福祉施設 65 36.9% 12.3% 4.6% 20.0% 9.2% 69.2% 35.4% 16.9% 12.3% 44.6% 18.5% 26.2% 13.8% -
認知症対応型通所介護 56 26.8% 12.5% 12.5% 12.5% 1.8% 58.9% 19.6% 17.9% 19.6% 35.7% 5.4% 14.3% 17.9% -
小規模多機能型居宅介護 66 39.4% 12.1% 28.8% 19.7% 1.5% 65.2% 22.7% 12.1% 19.7% 37.9% 15.2% 25.8% 10.6% 3.0%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 42.5% 17.8% 28.8% 32.9% 6.8% 68.5% 32.9% 17.8% 15.1% 46.6% 20.5% 26.0% 12.3% 1.4%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 28.4% 10.4% 26.9% 10.4% 3.0% 67.2% 26.9% 16.4% 14.9% 38.8% 19.4% 32.8% 19.4% 1.5%
地域密着型通所介護 331 27.2% 5.7% 5.1% 15.7% 4.2% 57.1% 11.8% 5.4% 10.3% 31.4% 6.3% 11.8% 23.3% 1.2%
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11) 施設・事業所内の職員への周知・啓発の方法 

施設・事業所内の職員への周知・啓発の方法については、「施設・事業所内でのハラスメントに

関する情報共有を徹底している」と回答した施設・事業所がいずれのサービスでも最も多く、５

割程度であった。 

一方で「特にない」もいずれのサービスでも多く、３～４割程度であった。 

特定施設入居者生活介護と定期巡回・随時対応型訪問介護看護では上位３項目に、上記以外に、

「ハラスメントについての注意喚起の文書をすべての職員に配布している」が含まれた。 

 

表 2-9 施設・事業所内の職員への周知・啓発の方法【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

12) 施設・事業所における利用者・家族等への啓発の方法 

施設・事業所における利用者・家族等への啓発の方法をみると、いずれのサービスにおいても

「サービスの適正な範囲（提供できるサービスとできないサービスについて）を契約書（重要事

項説明書）に明記して、説明している」、「ハラスメントによる解約について契約書（重要事項説

明書）に明記している」が多いほか、「特にない」も２～５割程度であった。 

 

表 2-10 施設・事業所における利用者・家族等への啓発の方法【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

調査数

ハラスメン
トについて
の注意喚
起の文書
をすべての
職員に配
布している

ハラスメン
トの対応に
関するマ
ニュアルを
すべての
職員に配
布している

職員を対
象としたハ
ラスメント
対策の研
修を開催し
ている

施設・事業
所内での
ハラスメン
トに関する
情報共有
を徹底して
いる

特にない その他

訪問介護 453 16.1% 12.4% 26.7% 54.7% 27.6% 3.3%
訪問看護 122 14.8% 7.4% 17.2% 56.6% 32.0% 1.6%
訪問リハビリテーション 260 16.2% 11.2% 26.9% 39.6% 38.8% 1.5%
通所介護 147 14.3% 6.8% 23.1% 55.1% 29.3% 0.7%
特定施設入居者生活介護 72 31.9% 12.5% 29.2% 56.9% 25.0% 4.2%
居宅介護支援 443 12.0% 8.8% 17.8% 40.0% 44.7% 2.5%
介護老人福祉施設 65 20.0% 15.4% 36.9% 47.7% 30.8% 1.5%
認知症対応型通所介護 56 10.7% 10.7% 23.2% 46.4% 39.3% 1.8%
小規模多機能型居宅介護 66 15.2% 7.6% 22.7% 50.0% 33.3% 1.5%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 27.4% 19.2% 46.6% 54.8% 27.4% 1.4%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 7.5% 4.5% 13.4% 47.8% 34.3% 7.5%
地域密着型通所介護 331 13.3% 7.9% 16.6% 51.1% 35.3% 3.0%

調査数

ハラスメン
トによる解
約について
契約書（重
要事項説
明書）に明
記している

重要事項
説明等の
際にハラス
メント行為
の例を示
し、ハラス
メントの禁
止について
伝えている

職員と利
用者の双
方が、ハラ
スメント又
はこれと同
様の行為
をしないこ
とを相互的
な義務とし
て契約書
（重要事項
説明書）に
明記してい

る

施設・事業
所が担当
職員を決
定および変
更すること
を契約書
（重要事項
説明書）に
明記してい

る

サービスの
適正な範
囲（提供で
きるサービ
スとできな
いサービス
について）
を契約書
（重要事項
説明書）に
明記して、
説明してい

る

特にない その他

訪問介護 453 31.6% 18.1% 21.0% 26.9% 57.4% 27.2% 1.5%
訪問看護 122 55.7% 20.5% 22.1% 24.6% 35.2% 23.8% 3.3%
訪問リハビリテーション 260 31.2% 12.7% 18.1% 13.8% 30.0% 46.9% 0.8%
通所介護 147 31.3% 17.0% 15.0% 4.8% 28.6% 45.6% 2.7%
特定施設入居者生活介護 72 40.3% 19.4% 22.2% 12.5% 43.1% 33.3% 1.4%
居宅介護支援 443 30.9% 11.7% 13.8% 16.3% 29.1% 43.1% 1.6%
介護老人福祉施設 65 33.8% 21.5% 27.7% 13.8% 32.3% 27.7% -
認知症対応型通所介護 56 33.9% 10.7% 17.9% 3.6% 28.6% 42.9% 1.8%
小規模多機能型居宅介護 66 31.8% 19.7% 16.7% 7.6% 39.4% 42.4% 1.5%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 39.7% 17.8% 23.3% 21.9% 52.1% 24.7% 1.4%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 32.8% 19.4% 23.9% 16.4% 35.8% 43.3% 1.5%
地域密着型通所介護 331 23.6% 14.2% 13.3% 5.7% 29.9% 49.8% 2.1%
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13) 利用者・家族等からのハラスメントの予防・解決のため施設・事業所での取組を行う上で

の課題 

利用者・家族等からのハラスメントの予防・解決のため施設・事業所での取組を行う上での課

題については、いずれのサービスにおいても「ハラスメントかどうかの判断が難しい」が最も多

かった。 

その他では、「ハラスメントの予防・解決のためのノウハウがない」、「適切な対処の目安がわか

らない」、「発生状況を把握することが難しい」が多かった。 

 

表 2-11 利用者・家族等からのハラスメントの予防・解決のため施設・事業所での取

組を行う上での課題【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

 

調査数

ハラスメン
トかどうか
の判断が
難しい

発生状況
を把握する
ことが難し

い

ハラスメン
トに対応す
る際のプラ
イバシーの
確保が難
しい

ハラスメン
トの予防・
解決のた
めのノウハ
ウがない

ハラスメン
トの予防・
解決のた
めの取り組
みを行う費
用が確保
できない

ハラスメン
トの予防・
解決に対
応できる人
材がいな
い・不足し
ている

適切な対
処の目安
がわからな

い

特にない その他

訪問介護 453 62.0% 35.8% 31.6% 29.8% 8.6% 23.6% 32.7% 9.7% 2.2%
訪問看護 122 68.0% 33.6% 28.7% 35.2% 12.3% 30.3% 32.0% 10.7% 4.1%
訪問リハビリテーション 260 62.7% 38.8% 28.8% 46.5% 8.8% 31.9% 36.9% 9.6% 3.1%
通所介護 147 68.0% 29.9% 31.3% 34.0% 8.2% 20.4% 36.7% 9.5% 4.8%
特定施設入居者生活介護 72 65.3% 38.9% 26.4% 27.8% 8.3% 26.4% 26.4% 11.1% -
居宅介護支援 443 63.9% 28.0% 32.3% 36.3% 8.6% 23.5% 36.1% 11.5% 1.1%
介護老人福祉施設 65 75.4% 41.5% 44.6% 26.2% 12.3% 32.3% 38.5% 4.6% 1.5%
認知症対応型通所介護 56 69.6% 23.2% 25.0% 23.2% 1.8% 23.2% 35.7% 10.7% 12.5%
小規模多機能型居宅介護 66 71.2% 40.9% 27.3% 40.9% 6.1% 33.3% 36.4% 6.1% 3.0%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 69.9% 37.0% 34.2% 24.7% 8.2% 21.9% 39.7% 8.2% 4.1%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 74.6% 34.3% 40.3% 43.3% 10.4% 31.3% 46.3% 3.0% 1.5%
地域密着型通所介護 331 59.8% 21.8% 23.6% 21.1% 8.8% 14.8% 32.9% 16.3% 3.3%
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14) 利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因 

利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因と考えている点については、いずれのサービスにおいても、「利用者・家族等の性格又は生活歴」

は上位３項目に含まれた。このほか、「利用者・家族等がサービスの範囲を理解していないから」、「利用者・家族等に認知症等の病気又は障害による

ものであるから」、「利用者・家族等がサービスへ過剰な期待をしているから」が多かった。 

 

表 2-12 利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

調査数

職員の仕
事の意義
や価値が
低く見られ
ているから

職員による
不適切な
ケアによ
り、利用
者・家族等
の言動をエ
スカレート
させること
があるから

職員による
不適切な
苦情対応
により、利
用者・家族
等の言動
をエスカ
レートさせ
ることがあ
るから

職員確保
が困難な
ため、特定
の職員が
長期間固
定して特定
の利用者
を担当して
いるから

職員確保
が困難な
ため、異性
介助になっ
てもしかた
ないと考え
られている
から

対応が困
難なケース
ほど職員
の交代が
難しく、長
期間固定
して特定の
利用者を
担当してい
るから

利用者・家
族等のモラ
ルが低下
してきてい
るから

利用者・家
族等が介
護を理由と
したストレ
スが溜まっ
ているから

利用者・家
族等が

サービスへ
過剰な期
待をしてい
るから

利用者・家
族等が

サービスの
範囲を理
解していな
いから

利用者・家
族等に対
するサービ
ス提供に
関する事
前説明が
不足してい
るから

利用者・家
族等と介
護職員の
コミュニ
ケーション
が不足して
いるから

利用者・家
族等に認
知症等の
病気又は
障害による
ものである
から

利用者・家
族等の性
格又は生
活歴

わからない その他

訪問介護 453 48.8% 25.4% 20.1% 22.1% 16.6% 31.6% 26.3% 34.7% 48.6% 60.0% 10.4% 20.3% 49.4% 55.4% 3.8% 1.1%
訪問看護 122 26.2% 23.8% 20.5% 13.9% 13.9% 26.2% 32.0% 39.3% 46.7% 44.3% 15.6% 27.0% 59.0% 68.0% 3.3% 3.3%
訪問リハビリテーション 260 18.1% 33.1% 29.6% 15.0% 17.3% 26.2% 27.3% 36.5% 42.7% 47.7% 23.1% 31.2% 50.4% 51.2% 8.8% 1.2%
通所介護 147 33.3% 32.7% 27.9% 8.2% 18.4% 7.5% 25.2% 29.3% 47.6% 51.7% 12.2% 22.4% 46.3% 52.4% 6.8% 2.0%
特定施設入居者生活介護 72 45.8% 44.4% 45.8% 12.5% 18.1% 11.1% 33.3% 15.3% 48.6% 48.6% 12.5% 38.9% 54.2% 51.4% 8.3% 2.8%
居宅介護支援 443 31.8% 22.8% 25.1% 10.4% 8.6% 19.9% 31.8% 45.1% 54.2% 56.2% 16.7% 21.7% 50.1% 61.2% 4.3% 1.6%
介護老人福祉施設 65 33.8% 40.0% 44.6% 10.8% 33.8% 16.9% 26.2% 21.5% 50.8% 58.5% 16.9% 35.4% 55.4% 55.4% 3.1% -
認知症対応型通所介護 56 23.2% 41.1% 25.0% 10.7% 14.3% 12.5% 16.1% 42.9% 39.3% 44.6% 12.5% 32.1% 55.4% 46.4% 8.9% 1.8%
小規模多機能型居宅介護 66 36.4% 48.5% 31.8% 15.2% 25.8% 7.6% 27.3% 43.9% 50.0% 47.0% 12.1% 36.4% 50.0% 53.0% 6.1% 3.0%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 60.3% 38.4% 26.0% 17.8% 24.7% 32.9% 41.1% 35.6% 67.1% 68.5% 19.2% 30.1% 53.4% 64.4% 1.4% 2.7%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 37.3% 53.7% 35.8% 11.9% 19.4% 11.9% 23.9% 52.2% 59.7% 59.7% 20.9% 41.8% 47.8% 56.7% 3.0% 1.5%
地域密着型通所介護 331 29.0% 27.2% 23.0% 8.8% 19.6% 9.7% 20.2% 35.0% 38.1% 42.3% 11.8% 19.3% 44.4% 51.7% 6.6% 2.4%
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15) 利用者・家族等からのハラスメントの対応で施設・事業所として必要なこと 

利用者・家族等からのハラスメントの対応で、施設・事業所として必要と考えていることについては、「相談しやすい組織体制の整備」、「利用者・

家族等と事業所・施設による相互的な確認」、「施設・事業所内での情報共有」が多かった。 

 

表 2-13 利用者・家族等からのハラスメントの対応で施設・事業所として必要なこと【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

 

  

調査数
利用者・家
族等への
啓発活動

利用者・家
族等と事
業所・施設
による相互
的な確認

管理者向
けのハラス
メント対策
のマニュア
ルの整備

管理者向
けのハラス
メント対策
の教育

相談しやす
い組織体
制の整備

施設・事業
所内での
情報共有

保険者（自
治体）の支
援・相談体
制の構築・
強化

職員の医
療・介護技
術の向上

ハラスメン
ト対策に関
する法制
度等の整
備

特にない その他

訪問介護 453 44.4% 58.7% 39.3% 37.7% 60.3% 63.4% 26.7% 36.2% 33.8% 2.6% 0.4%
訪問看護 122 49.2% 52.5% 59.0% 54.9% 75.4% 68.0% 29.5% 35.2% 47.5% 0.8% 1.6%
訪問リハビリテーション 260 43.1% 63.5% 53.1% 49.6% 74.6% 67.7% 26.9% 38.8% 35.4% 0.8% 1.2%
通所介護 147 53.1% 53.1% 39.5% 36.1% 61.2% 66.0% 23.1% 33.3% 28.6% 2.0% 1.4%
特定施設入居者生活介護 72 40.3% 65.3% 38.9% 31.9% 59.7% 65.3% 27.8% 40.3% 38.9% 1.4% -
居宅介護支援 443 45.1% 56.2% 38.4% 39.5% 62.8% 56.9% 42.4% 22.8% 37.7% 2.9% 0.7%
介護老人福祉施設 65 60.0% 66.2% 41.5% 46.2% 66.2% 56.9% 32.3% 46.2% 36.9% 1.5% 4.6%
認知症対応型通所介護 56 32.1% 62.5% 42.9% 41.1% 67.9% 66.1% 21.4% 46.4% 25.0% 1.8% 1.8%
小規模多機能型居宅介護 66 47.0% 57.6% 37.9% 50.0% 69.7% 69.7% 36.4% 51.5% 34.8% 1.5% 3.0%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 54.8% 71.2% 46.6% 50.7% 63.0% 50.7% 32.9% 42.5% 53.4% - 2.7%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 62.7% 70.1% 56.7% 44.8% 68.7% 65.7% 22.4% 44.8% 43.3% 1.5% 1.5%
地域密着型通所介護 331 31.1% 54.7% 28.4% 28.1% 54.7% 65.9% 22.1% 37.5% 22.1% 5.7% 1.2%
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16) 利用者・家族等からのハラスメントに関する管理者の考え 

利用者・家族等からのハラスメントに関する管理者の考えをみると、いずれのサービスにおいても、「いかなる場合も管理者はハラスメントから職

員を守る必要がある」が、上位３項目に含まれた。その他、「ハラスメントの行為は職員のスキルで対応するには限界がある」、「利用者の思いや行動

の意味があるとしてもハラスメントは許されることではない」も多かった。 

認知症対応型通所介護は、「何度も繰り返されるハラスメントであっても防ぐ方法はある」が 57.1％と、３番目に多くなっている。 

一方で、「ハラスメントの行為を受ける職員の対応スキルが未熟である」「ハラスメントの行為を受けることも仕事の一部である。」「少しくらいで何

でもハラスメントと言うのは大げさだ」と回答した施設・事業所もあった。 

 

表 2-14 利用者・家族等からのハラスメントに関する管理者の考え 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

調査数

利用者の
思いや行
動の意味
があるとし
てもハラス
メントは許
されること
ではない

病気や介
護で辛い
状況にある
人であって
もハラスメ
ントは許さ
れることで
はない

いかなる場
合も管理
者はハラス
メントから
職員を守る
必要があ
る

ハラスメン
トの行為は
職員のス
キルで対
応するには
限界があ
る

何度も繰り
返されるハ
ラスメント
は防ぎよう
がない

何度も繰り
返されるハ
ラスメント
であっても
防ぐ方法
はある

病気や介
護で辛い
状況にある
人を理解し
多少のハ
ラスメント
は我慢す
べきだ

病気が原
因のハラス
メントは、
ハラスメン
トではない

ハラスメン
トの行為を
受ける職
員自身にも
問題があ
る

ハラスメン
トの行為を
受ける職
員は対応
スキルが
未熟である

職員の関
わり方が
上手けれ
ば、ハラス
メントの行
為は発生
しない

ハラスメン
トの行為を
受けること
も仕事の
一部である

少しくらい
で何でもハ
ラスメントと
言うのは大
げさだ

ハラスメン
トの原因は
利用者に
問題があ
る

特にない その他

訪問介護 453 63.4% 59.4% 80.4% 70.0% 18.3% 40.8% 6.6% 6.8% 15.9% 9.3% 8.6% 2.2% 6.8% 8.6% 0.9% 4.6%
訪問看護 122 69.7% 72.1% 87.7% 73.8% 8.2% 54.1% 4.1% 5.7% 10.7% 8.2% 5.7% 0.8% 3.3% 2.5% 0.8% 6.6%
訪問リハビリテーション 260 68.8% 65.4% 82.3% 73.8% 16.5% 42.3% 3.1% 10.0% 19.6% 13.1% 10.0% 1.2% 7.7% 7.3% 1.2% 3.8%
通所介護 147 59.9% 49.0% 73.5% 58.5% 15.6% 46.3% 5.4% 9.5% 15.0% 10.9% 12.2% 2.0% 8.2% 5.4% 2.7% 10.9%
特定施設入居者生活介護 72 72.2% 65.3% 77.8% 69.4% 11.1% 56.9% 6.9% 9.7% 22.2% 15.3% 5.6% 9.7% 8.3% 9.7% 1.4% 5.6%
居宅介護支援 443 65.5% 58.2% 69.1% 71.1% 16.7% 39.7% 3.2% 5.6% 14.2% 9.5% 5.2% 1.8% 5.6% 5.2% 0.5% 3.2%
介護老人福祉施設 65 55.4% 50.8% 76.9% 67.7% 21.5% 44.6% 3.1% 13.8% 16.9% 18.5% 10.8% 3.1% 10.8% 7.7% - 3.1%
認知症対応型通所介護 56 33.9% 37.5% 71.4% 67.9% 8.9% 57.1% 7.1% 12.5% 26.8% 14.3% 8.9% 7.1% 14.3% 5.4% 3.6% 10.7%
小規模多機能型居宅介護 66 54.5% 51.5% 81.8% 65.2% 13.6% 51.5% 4.5% 6.1% 25.8% 13.6% 1.5% - 9.1% 6.1% - 6.1%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73 79.5% 75.3% 87.7% 74.0% 24.7% 42.5% 4.1% 5.5% 24.7% 12.3% 11.0% - 11.0% 5.5% - 1.4%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 67 62.7% 56.7% 79.1% 59.7% 19.4% 46.3% 4.5% 13.4% 14.9% 19.4% 9.0% 1.5% 3.0% 7.5% - 6.0%
地域密着型通所介護 331 57.4% 48.3% 73.7% 57.1% 10.6% 42.9% 6.3% 8.8% 15.4% 10.9% 12.4% 2.7% 8.2% 6.9% 1.8% 6.3%
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2.3.2. 職員調査 

(1) 回答者の基本情報 

職員調査の回答者の職種は、訪問介護では「訪問介護員（登録訪問介護員を除く）」が 44.1％、

訪問看護では、「看護職員」が 65.4％、訪問リハビリテーションでは「PT、OT、ST」が 78.5％、

居宅介護支援では「介護支援専門員（計画作成担当者含む）」が 72.8％で最も多かった。 

回答者の雇用形態をみると、「常勤」が５～９割程度であった。「常勤」が特に多いサービスは、

訪問リハビリテーションで 88.1％、介護老人福祉施設で 87.9％であった。一方、「非常勤」が多

いサービスは、訪問介護で 50.5％、地域密着型通所介護で 45.0％であった。 

回答者の性別をみると、訪問リハビリテーションを除くと、「男性」が１～３割程度であり、訪

問リハビリテーションでは「男性」が 53.6％であった。 

回答者の年齢については、訪問介護では「50 代」が最も多く、訪問リハビリテーションでは「30

代」が最も多かった。そのほかのサービスでは、いずれも「40 代」が最も多かった。 

回答者の経験年数（他社を含めた介護事業所での通算年数）については、認知症対応型通所介

護と複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）、地域密着型通所介護では、「１～５年」が

最も多く、その他のサービスではいずれも「６～10 年」が最も多かった。 

 

表 2-15 回答者の職種 

 

 

調査数 看護職員
ＰＴ、ＯＴ、
ＳＴ

生活相談
員

機能訓練
指導員（Ｐ
Ｔ、ＯＴ、Ｓ
Ｔ、看護職
員含む）

サービス
提供責任
者

登録訪問
介護員

訪問介護
員（登録訪
問介護員
を除く）

介護職員
（登録訪問
介護員・訪
問介護員
を除く）

介護支援
専門員（計
画作成担
当者含む）

その他職
員

無回答

訪問介護 2,532 1.4% 0.1% 0.5% 0.0% 14.3% 23.3% 44.1% 13.7% 1.2% 1.3% 0.1%
訪問看護 706 65.4% 25.1% 0.3% 1.7% 0.3% - 0.1% 4.4% 1.3% 1.4% -
訪問リハビリテーション 901 2.3% 78.5% 0.7% 7.0% 0.1% - 0.4% 8.5% - 2.4% -
通所介護 655 18.2% 1.1% 15.0% 1.5% 0.2% - 0.2% 59.2% 0.5% 4.3% -
特定施設入居者生活介護 673 11.9% 0.6% 5.5% 0.7% 0.1% 0.1% 0.3% 72.4% 4.8% 3.4% 0.1%
居宅介護支援 959 1.7% 0.3% 1.8% 0.3% 1.8% 2.0% 4.5% 12.9% 72.8% 2.0% -
介護老人福祉施設 1,010 11.2% 0.3% 4.6% 0.9% 0.1% - - 76.8% 3.9% 2.3% -
認知症対応型通所介護 207 8.2% 0.5% 10.1% 4.3% 1.0% 0.5% 0.5% 70.0% 2.4% 2.4% -
小規模多機能型居宅介護 353 10.8% - - - - - 0.6% 79.6% 8.2% 0.8% -
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 5.1% 0.7% 0.7% - 10.4% 0.5% 46.4% 32.1% 2.4% 1.7% -
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 27.2% 1.5% - 0.6% - 0.4% 0.9% 60.3% 6.4% 2.6% -
地域密着型通所介護 1,173 14.4% 2.1% 14.3% 6.4% 0.4% 0.1% 0.8% 58.1% 0.9% 2.5% 0.1%

注）その他職員には、医師・歯科医師、薬剤師、事務職員、ドライバーなどを含む。
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 回答者の雇用形態 

 

 

 回答者の性別 

 

サービス n =

訪問介護 2532

訪問看護 706

訪問リハビリテーション 901

通所介護 655

特定施設入居者生活介護 673

居宅介護支援 959

介護老人福祉施設 1010

認知症対応型通所介護 207

小規模多機能型居宅介護 353

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

414

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

529

地域密着型通所介護 1173

49.5

69.5

88.1

62.0

82.0

83.9

87.9

65.2

73.7

81.2

75.2

55.0

50.5

30.5

11.9

38.0

18.0

16.1

12.1

34.8

26.3

18.8

24.8

45.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

常勤 非常勤

サービス n =

訪問介護 2532

訪問看護 706

訪問リハビリテーション 901

通所介護 655

特定施設入居者生活介護 673

居宅介護支援 959

介護老人福祉施設 1010

認知症対応型通所介護 207

小規模多機能型居宅介護 353

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

414

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

529

地域密着型通所介護 1173

13.1

19.0

53.6

21.4

29.3

19.8

32.9

23.2

25.2

22.0

23.1

19.5

86.8

81.0

46.4

78.6

70.7

80.2

67.1

76.8

74.8

78.0

76.9

80.5

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 女性 無回答
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 回答者の年齢 

 

 

 

 回答者の経験年数 

 

  

サービス n =

訪問介護 2,532

訪問看護 706

訪問リハビリテーション 901

通所介護 655

特定施設入居者生活介護 673

居宅介護支援 959

介護老人福祉施設 1,010

認知症対応型通所介護 207

小規模多機能型居宅介護 353

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

414

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

529

地域密着型通所介護 1,173

0.2

0.0

0.0

0.2

0.4

0.0

0.9

0.0

0.6

0.0

0.4

0.3

4.6

8.9

26.4

8.5

16.0

3.1

18.9

11.6

6.2

8.9

10.8

11.7

13.3

26.1

40.7

19.7

22.0

14.3

24.8

27.5

22.1

23.7

25.7

22.8

26.0

36.4

21.5

28.9

27.3

33.1

26.6

30.0

27.2

32.6

28.9

25.7

30.1

21.7

8.4

24.0

20.7

31.1

19.3

15.5

22.7

23.7

22.9

21.6

21.1

6.1

1.9

15.7

11.6

16.1

8.0

12.1

17.8

9.9

10.0

14.7

4.5

0.8

1.0

3.1

1.9

2.4

1.5

3.4

3.4

1.2

1.3

3.2

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0

0

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 無回答

サービス n =

訪問介護 2,532

訪問看護 706

訪問リハビリテーション 901

通所介護 655

特定施設入居者生活介護 673

居宅介護支援 959

介護老人福祉施設 1,010

認知症対応型通所介護 207

小規模多機能型居宅介護 353

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

414

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

529

地域密着型通所介護 1,173

2.5

5.0

3.4

5.6

5.5

4.7

3.7

6.3

4.5

2.9

4.7

6.1

22.3

21.2

28.6

24.7

29.4

22.6

22.4

30.9

25.8

24.6

29.9

35.3

30.8

24.8

30.7

29.2

31.1

26.9

26.3

29.0

29.5

25.1

25.0

28.2

23.0

17.3

20.8

18.8

18.0

21.8

21.9

18.8

21.0

23.7

15.5

16.9

15.9

13.6

9.2

13.0

9.7

17.5

14.7

7.2

13.9

16.2

14.0

8.3

5.4

18.0

7.2

8.7

6.4

6.5

11.0

7.7

5.4

7.5

11.0

5.2

0.1

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１年未満 １～５年 ６～１０年 １１～１５年 １６～２０年 ２１年超 無回答
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(2) 利用者・家族からのハラスメントの状況について 

1) 利用者本人からのハラスメントについて 

① 「これまでに」利用者本人からハラスメントを受けたことの有無 

「これまでに」利用者本人からハラスメントを受けたことの有無については、今回回答があっ

た中で、サービス種別により異なるものの、「受けたことがある」が、介護老人福祉施設が 70.7％

で最も多く、訪問リハビリテーションが 38.8％で最も低かった。 

注：サービス種別により、回答が得られた職員数が異なることに注意が必要である。 

 

 

 「これまでに」利用者本人からハラスメントを受けたことの有無 

  

サービス n =

訪問介護 2,532

訪問看護 706

訪問リハビリテーション 901

通所介護 655

特定施設入居者生活介護 673

居宅介護支援 959

介護老人福祉施設 1,010

認知症対応型通所介護 207

小規模多機能型居宅介護 353

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

414

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

529

地域密着型通所介護 1,173

50.1

55.8

38.8

45.6

60.3

46.4

70.7

64.3

55.2

61.4

58.4

42.9

49.9

44.2

61.2

54.4

39.7

53.6

29.3

35.7

44.8

38.6

41.6

57.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたことがある 受けたことはない
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② 「この１年間」に利用者本人からハラスメントを受けたことの有無 

「これまでに」利用者本人からハラスメントを受けたことがある方のうち、「この１年間（平成

30 年 1 月～12 月）」に、利用者本人からハラスメントを受けたことの有無をみると、「受けたこ

とがある」が５～９割であった。 

サービス種別でみると、「受けたことがある」は、介護老人福祉施設が 88.1％、認知症対応型通

所介護が 85.7％であった。一方、居宅介護支援では「受けたことがある」が 48.8％であった。 

 

 

 「この１年間」に利用者本人からハラスメントを受けたことの有無（「これ

までに」利用者本人からハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

 

  

サービス n =

訪問介護 1,269

訪問看護 394

訪問リハビリテーション 350

通所介護 299

特定施設入居者生活介護 406

居宅介護支援 445

介護老人福祉施設 714

認知症対応型通所介護 133

小規模多機能型居宅介護 195

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

254

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

309

地域密着型通所介護 503

66.2

66.5

63.4

79.3

80.3

48.8

88.1

85.7

74.9

73.2

78.0

71.2

33.8

33.5

36.6

20.7

19.7

51.2

11.9

14.3

25.1

26.8

22.0

28.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたことがある 受けたことはない
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③ 「この 1年間」にハラスメントを受けた利用者人数 

「この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）」に利用者本人からハラスメントを受けたことがある方

のうち、ハラスメントを受けた利用者人数をみると、特定施設入居者生活介護と介護老人福祉施

設では「２人」が最も多く、その他のサービスではいずれも「１人」が最も多かった。 

 

 
 「この 1年間」にハラスメントを受けた利用者人数（「この１年間」に利用

者本人からハラスメントを受けたことがある人が回答）

サービス n =

訪問介護 840

訪問看護 262

訪問リハビリテーション 222

通所介護 237

特定施設入居者生活介護 326

居宅介護支援 217

介護老人福祉施設 629

認知症対応型通所介護 114

小規模多機能型居宅介護 146

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

186

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

241

地域密着型通所介護 358

42.1

42.4

49.1

30.4

25.2

41.5

20.3

33.3

37.0

36.6

36.1

39.4

30.4

32.8

27.0

27.0

27.6

30.4

28.3

31.6

35.6

26.9

31.5

34.4

15.2

13.4

12.6

22.8

25.5

14.3

20.3

15.8

15.1

21.5

17.0

16.2

3.6

4.6

0.5

3.8

7.7

4.6

6.8

6.1

6.8

5.4

3.7

3.4

8.7

6.9

10.8

14.8

14.1

8.8

23.8

13.2

5.5

9.7

10.8

6.4

1.3

0.5

0.3

0.8

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 無回答
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④ 利用者からのハラスメントの内容 

「この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）」に利用者から受けたことがあるハラスメントの内容を

みると、訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、居宅介護支援、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護では「精神的暴力」が最も多く、その他のサービス

ではいずれも「身体的暴力」が最も多かった。 

 

表 2-16 ハラスメントの内容 

（「この１年間」に、利用者から、ハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

 

注：該当者数は、この 1年間で利用者からハラスメントを受けたと回答した職員数 

  実態調査の回答結果のうち、「身体的暴力を振るわれた」「唾を吐かれる」「コップ等を投げ

つけられる」「ものを破壊する、攻撃される等、恐怖を感じる行為があった」を身体的暴

力、「攻撃的な態度で大声を出された」「他者を引き合いに出し、過大なサービス等を強要さ

れた」「契約上、提供できないサービスの提供を強要された」「制度上認められていないサー

ビスの提供を強要された」「人格を否定する発言をされた」「能力を否定する発言をされた」

「脅迫する発言を受けた」を精神的暴力、「サービス提供時、不必要に身体に接触された

（手を握る、抱きしめる、など）」「性的発言を繰り返し言われた」「ニヤニヤしながら、腰

や胸などをじっと見つめてくる」「性的な関係を強要された」「食事やデートへ執拗に誘われ

た」「他者に対して自身の性的なことを吹聴された」「アダルトビデオを流す、あるいは、ヌ

ードの写真が見られるように置いた」をセクシュアルハラスメントとして集計した結果。  

（ハッチはサービス種別の上位１項目） 

  

身体的暴力 精神的暴力
セクシャル
ハラスメント

その他 該当人数

訪問介護 41.8% 81.0% 36.8% 3.2% 840

訪問看護 45.4% 61.8% 53.4% 3.4% 262

訪問リハビリテーション 51.8% 59.9% 40.1% 4.5% 222

通所介護 67.9% 73.4% 49.4% 1.7% 237

特定施設入居者生活介護 81.9% 76.1% 35.6% 3.4% 326

居宅介護支援 41.0% 73.7% 36.9% 4.1% 217

介護老人福祉施設 90.3% 70.6% 30.2% 2.2% 629

認知症対応型通所介護 86.8% 73.7% 33.3% 1.8% 114

小規模多機能型居宅介護 74.7% 71.9% 32.9% 2.7% 146

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 59.7% 72.0% 37.1% 4.8% 186

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 72.6% 71.8% 31.1% 3.7% 241

地域密着型通所介護 58.4% 70.1% 48.0% 2.8% 358
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2) 家族等からのハラスメントについて 

① 「これまでに」利用者の家族等からハラスメントを受けたことの有無 

「これまでに」利用者の家族等からハラスメントを受けたことの有無をみると、「受けたことが

ある」が１～３割であった。サービス種別でみると、居宅介護支援が 29.7％であった。 

 

 「これまでに」利用者の家族等からハラスメントを受けたことの有無 

  

サービス n =

訪問介護 2,532

訪問看護 706

訪問リハビリテーション 901

通所介護 655

特定施設入居者生活介護 673

居宅介護支援 959

介護老人福祉施設 1,010

認知症対応型通所介護 207

小規模多機能型居宅介護 353

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

414

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

529

地域密着型通所介護 1,173

17.3

25.8

12.8

11.6

18.3

29.7

17.7

13.5

22.4

26.8

20.0

8.6

82.7

74.2

87.2

88.4

81.7

70.3

82.3

86.5

77.6

73.2

80.0

91.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたことがある 受けたことはない
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② 「この１年間」に利用者の家族等からハラスメントを受けたことの有無 

「これまでに」利用者の家族等からハラスメントを受けたことがある方のうち、「この１年間（平

成 30 年 1 月～12 月）」に、利用者の家族等からハラスメントを受けたことの有無をみると、「受

けたことがある」が４～６割であった。 

 

 

 「この１年間」に利用者の家族等からハラスメントを受けたことの有無 

（「これまでに」利用者の家族等からハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

  

サービス n =

訪問介護 438

訪問看護 182

訪問リハビリテーション 115

通所介護 76

特定施設入居者生活介護 123

居宅介護支援 285

介護老人福祉施設 179

認知症対応型通所介護 28

小規模多機能型居宅介護 79

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

111

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

106

地域密着型通所介護 101

45.0

50.5

41.7

46.1

54.5

37.2

54.7

50.0

36.7

53.2

55.7

44.6

55.0

49.5

58.3

53.9

45.5

62.8

45.3

50.0

63.3

46.8

44.3

55.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたことがある 受けたことはない
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③ 「この 1年間」にハラスメントを受けた家族等の人数 

「この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）」にハラスメントを受けた利用者の家族等の人数をみる

と、いずれのサービスにおいても「１人」が最も多く、次いで「２人」が多かった。 

 

 

 「この 1年間」にハラスメントを受けた家族等の人数 

（「この１年間」に利用者の家族等からハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

  

サービス n =

訪問介護 197

訪問看護 92

訪問リハビリテーション 48

通所介護 35

特定施設入居者生活介護 67

居宅介護支援 106

介護老人福祉施設 98

認知症対応型通所介護 14

小規模多機能型居宅介護 29

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

59

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

59

地域密着型通所介護 45

67.5

76.1

83.3

57.1

50.7

72.6

64.3

71.4

72.4

66.1

66.1

66.7

19.3

18.5

12.5

28.6

23.9

20.8

19.4

14.3

13.8

23.7

16.9

24.4

5.6

3.3

2.1

8.6

16.4

4.7

9.2

7.1

3.4

6.8

11.9

6.7

0.5

1.1

1.5

1.0

1.7

7.1

1.1

2.1

5.7

7.5

1.9

6.1

7.1

10.3

3.4

3.4

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１人 ２人 ３人 ４人 ５人以上
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④ 「この 1年間」に家族等からのハラスメントの内容 

「この 1 年間（平成 30 年１月～12 月）」に利用者の家族等からのハラスメントの内容について

は、いずれのサービスにおいても「精神的暴力」が最も多かった。 

 

表 2-17 ハラスメントの内容 

（「この１年間」に利用者の家族等からハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

注：該当者数は、この 1 年間で利用者からハラスメントを受けたと回答した職員数 

実態調査の回答結果のうち、「身体的暴力を振るわれた」「唾を吐かれる」「コップ等を投げ

つけられる」「ものを破壊する、攻撃される等、恐怖を感じる行為があった」を身体的暴力、

「攻撃的な態度で大声を出された」「他者を引き合いに出し、過大なサービス等を強要され

た」「契約上、提供できないサービスの提供を強要された」「制度上認められていないサー

ビスの提供を強要された」「人格を否定する発言をされた」「能力を否定する発言をされた」

「脅迫する発言を受けた」を精神的暴力、「サービス提供時、不必要に身体に接触された（手

を握る、抱きしめる、など）」「性的発言を繰り返し言われた」「ニヤニヤしながら、腰や胸

などをじっと見つめてくる」「性的な関係を強要された」「食事やデートへ執拗に誘われた」

「他者に対して自身の性的なことを吹聴された」「アダルトビデオを流す、あるいは、ヌー

ドの写真が見られるように置いた」をセクシュアルハラスメントとして集計した結果。 

（ハッチはサービス種別の上位１項目） 

 

身体的暴力 精神的暴力
セクシャル
ハラスメント

その他 該当者数

訪問介護 13.2% 84.3% 20.3% 5.6% 197

訪問看護 14.1% 81.5% 12.0% 13.0% 92

訪問リハビリテーション 8.3% 79.2% 16.7% 16.7% 48

通所介護 20.0% 82.9% 25.7% 2.9% 35

特定施設入居者生活介護 26.9% 88.1% 11.9% 10.4% 67

居宅介護支援 2.8% 89.6% 13.2% 5.7% 106

介護老人福祉施設 17.3% 83.7% 9.2% 15.3% 98

認知症対応型通所介護 21.4% 92.9% 7.1% 14.3% 14

小規模多機能型居宅介護 20.7% 89.7% 3.4% 3.4% 29

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 13.6% 86.4% 15.3% 11.9% 59

複合型サービス
（看護小規模多機能型居宅介護）

18.6% 91.5% 6.8% 6.8% 59

地域密着型通所介護 11.1% 82.2% 13.3% 6.7% 45
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(3) 利用者・家族等からハラスメントを受けた際の対応 

1) 利用者・家族等からハラスメントを受けた際の相談状況 

利用者・家族等からハラスメントを受けた際の相談状況をみると、「ハラスメントを受けた際に

は些細な内容でも相談した」が２～５割であった。また、「ハラスメントを受けた際に相談しなか

った」が１～４割であった。 

 

 

 利用者・家族等からハラスメントを受けた際の相談状況 

（「これまでに」利用者・家族等のどちらかからハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

2) 利用者・家族等からハラスメントを受けた際相談したことがある相談相手 

利用者・家族等からハラスメントを受けた際、相談したことがある相談相手をみると、いずれ

のサービスにおいても「上司」が最も多く、次いで、「職場の同僚」の順であった。 

 

表 2-18 利用者・家族等からハラスメントを受けた際相談したことがある相談相手【複

数回答】 

（些細な内容、内容によっては相談した人が回答） 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

サービス n =

訪問介護 1319

訪問看護 425

訪問リハビリテーション 366

通所介護 310

特定施設入居者生活介護 411

居宅介護支援 516

介護老人福祉施設 729

認知症対応型通所介護 135

小規模多機能型居宅介護 204

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

270

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

317

地域密着型通所介護 516

48.4

37.6

21.3

38.7

23.1

37.4

21.7

38.5

40.2

40.7

39.7

44.0

38.7

43.5

47.8

39.7

46.0

43.8

41.8

34.8

41.2

44.1

38.8

37.6

12.6

18.8

30.9

21.6

30.9

18.6

36.5

26.7

18.6

15.2

21.5

18.4

0.2

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ハラスメントを受けた際には些細な内容でも相談した
ハラスメントを受けた際に内容によっては相談した
ハラスメントを受けた際に相談しなかった
無回答

調査数 上司 公的機関
職場の同
僚

部下 友人・知人 その他

訪問介護 1,150 87.6% 1.0% 60.6% 2.8% 6.2% 2.9%
訪問看護 345 90.4% 2.0% 67.8% 4.3% 6.4% 4.1%
訪問リハビリテーション 253 85.0% 1.6% 71.5% 7.1% 8.3% 8.3%
通所介護 243 83.1% 1.2% 72.4% 3.3% 7.8% 1.6%
特定施設入居者生活介護 284 86.6% - 73.9% 4.9% 6.7% 3.5%
居宅介護支援 419 85.2% 9.5% 65.9% 2.9% 6.9% 3.3%
介護老人福祉施設 463 79.0% 0.4% 76.5% 9.5% 9.5% 1.9%
認知症対応型通所介護 99 89.9% - 84.8% 3.0% 9.1% 3.0%
小規模多機能型居宅介護 166 88.6% 3.6% 74.7% 7.2% 12.0% 1.8%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 229 91.3% 1.7% 69.0% 6.6% 9.6% 3.9%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 249 90.4% 0.4% 77.9% 4.8% 8.4% 2.4%

地域密着型通所介護 421 84.3% 0.7% 72.4% 5.0% 6.4% 1.2%

注）その地は、「労働組合」「所属法人の相談窓口」を含む。
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3) 相談しない理由 

相談しない理由については、「利用者・家族等に認知症等の病気又は障害があったから」、「自分自身でうまく対応できていたから」、「利用者・家族

等の性格又は生活歴があったから」の回答が多かった。 

なお、通所介護、認知症対応型通所介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）では、「問題が大

きくなると面倒だと思ったから」の回答も上位３項目に含まれた。 

 

表 2-19 相談しない理由【複数回答】 

（相談しなかった人、内容によっては相談した人が回答） 

 
（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

調査数

相談しても
解決しない
と思ったか

ら

誰に相談
すれば良
いかわか
らなかった
から

相談したこ
とが本人
に分かって
しまった後
が怖いと
思ったから

問題が大
きくなると
面倒だと
思ったから

相手のこと
を考えたか

ら

利用者・家
族等に認
知症等の
病気又は
障害が
あったから

利用者・家
族等の性
格又は生
活歴が
あったから

自分自身
でうまく対
応できてい
たから

相談しても
自分自身
が否定さ
れると思っ
たから

その他 無回答

訪問介護 677 14.0% 5.0% 4.6% 16.7% 8.6% 38.4% 23.0% 34.3% 4.4% 3.5% -
訪問看護 265 13.6% 4.2% 1.9% 15.8% 10.6% 48.7% 25.7% 34.7% 2.6% 4.9% -
訪問リハビリテーション 288 19.4% 4.5% 2.1% 21.5% 10.4% 46.2% 24.7% 36.5% 4.5% 4.9% -
通所介護 190 17.9% 5.8% 1.1% 22.6% 8.4% 44.2% 14.7% 27.4% 6.3% 6.8% -
特定施設入居者生活介護 316 18.0% 5.4% 2.8% 15.5% 8.9% 47.8% 18.4% 25.3% 3.8% 6.0% -
居宅介護支援 322 9.6% 4.3% 1.9% 10.9% 10.6% 41.9% 33.2% 30.1% 3.7% 5.9% -
介護老人福祉施設 571 17.3% 6.8% 1.9% 15.2% 9.6% 50.4% 17.5% 25.2% 7.7% 6.5% -
認知症対応型通所介護 83 7.2% 7.2% - 15.7% 9.6% 62.7% 12.0% 31.3% 4.8% 3.6% -
小規模多機能型居宅介護 122 9.8% 9.0% 1.6% 19.7% 12.3% 46.7% 23.0% 27.9% 9.8% 4.1% -
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 160 12.5% 7.5% 4.4% 19.4% 14.4% 36.3% 16.3% 27.5% 10.6% 6.3% -
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 191 14.7% 3.7% 1.6% 15.7% 9.9% 51.3% 15.2% 36.6% 5.8% 5.2% 0.5%
地域密着型通所介護 289 10.0% 4.8% 3.5% 15.6% 12.5% 45.7% 20.4% 30.8% 2.8% 3.5% -
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4) ハラスメントを受けて休んだことの有無 

ハラスメントを受けて休んだことの有無をみると、いずれのサービスにおいても「はい」は 3％

未満と低かった。 

 

 ハラスメントを受けて休んだことの有無 

（「これまでに」利用者・家族等のどちらかからハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

5) ハラスメントを受けてケガや病気（精神的なものも含む）になったことの有無 

ハラスメントを受けてケガや病気（精神的なものも含む）になったことの有無をみると、「はい」

が 5.2～22.1％であった。このうち、介護老人福祉施設では 22.1％、特定施設入居者生活介護では

19.2％であった。 

 

 

 ハラスメントを受けてケガや病気（精神的なものも含む）になったことの有

無（「これまでに」利用者・家族等のどちらかからハラスメントを受けたことがある

人が回答） 

サービス n =

訪問介護 1319

訪問看護 425

訪問リハビリテーション 366

通所介護 310

特定施設入居者生活介護 411

居宅介護支援 516

介護老人福祉施設 729

認知症対応型通所介護 135

小規模多機能型居宅介護 204

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

270

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

317

地域密着型通所介護 516 1.4%

0.5%

0.8%

1.3%

1.5%

0.8%

0.7%

0.7%

0.0%

2.2%

0.9%

0.8%

0.0% 0.5% 1.0% 1.5% 2.0% 2.5%
はい

サービス n =

訪問介護 1319

訪問看護 425

訪問リハビリテーション 366

通所介護 310

特定施設入居者生活介護 411

居宅介護支援 516

介護老人福祉施設 729

認知症対応型通所介護 135

小規模多機能型居宅介護 204

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

270

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

317

地域密着型通所介護 516

9.2

5.2

6.8

9.4

19.2

8.3

22.1

18.5

12.7

18.5

16.1

9.3

90.6

94.8

93.2

90.6

80.8

91.5

77.9

81.5

87.3

81.5

83.9

90.7

0.2

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無回答
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6) ハラスメントを受けて仕事を辞めたいと思ったことの有無 

① 仕事を辞めたいと思ったことの有無 

ハラスメントを受けて仕事を辞めたいと思ったことの有無をみると、「はい」が２～４割であっ

た。サービス種別でみると、定期巡回・随時対応型訪問介護看護では 36.7％、介護老人福祉施設

では 36.4％であった。 

 

 ハラスメントを受けて仕事を辞めたいと思ったことの有無 

（「これまでに」利用者・家族等のどちらかからハラスメントを受けたことがある人が回答） 

 

② ハラスメントを受けて実際に仕事を辞めたことの有無 

ハラスメントを受けて実際に仕事を辞めたいと思ったことのある方のうち、「辞めたことがある」

が 1.8～11.6％であった。 

 

 ハラスメントを受けて実際に仕事を辞めたことの有無 

（ハラスメントを受けて仕事を辞めたいと思ったことがあるかで「はい」と答えた人が回答）  

サービス n =

訪問介護 1,319

訪問看護 425

訪問リハビリテーション 366

通所介護 310

特定施設入居者生活介護 411

居宅介護支援 516

介護老人福祉施設 729

認知症対応型通所介護 135

小規模多機能型居宅介護 204

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

270

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

317

地域密着型通所介護 516

29.3

22.8

15.0

29.0

36.0

34.5

36.4

28.1

27.9

36.7

34.7

26.4

70.5

77.2

85.0

71.0

64.0

65.3

63.6

71.9

72.1

63.3

65.3

73.6

0.2

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無回答

サービス n =

訪問介護 387

訪問看護 97

訪問リハビリテーション 55

通所介護 90

特定施設入居者生活介護 148

居宅介護支援 178

介護老人福祉施設 265

認知症対応型通所介護 38

小規模多機能型居宅介護 57

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

99

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

110

地域密着型通所介護 136

11.6

7.2

1.8

4.4

6.1

3.4

4.5

7.9

8.8

9.1

10.9

6.6

88.1

92.8

98.2

95.6

93.9

96.6

95.5

92.1

91.2

90.9

89.1

93.4

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

辞めたことがある 辞めたことはない 無回答
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(4) 利用者・家族等から受けたハラスメントの１つのケースについて 

 「１年間（平成 30 年 1 月～12 月）」で利用者・家族等のどちらかからハラスメントを受けたこ

とがある方から、この１年間（平成 30 年 1 月～12 月）で、利用者・家族等から受けたハラスメ

ントの１つのケースについて（複数の場合は、その中で最も悪質だった、あるいは精神的に影響

が大きかったと思うケース）回答を得た。 

 

1) ケースの概要について 

１年間（平成 30 年 1 月～12 月）で、利用者・家族等からあなたが受けたハラスメントの１つ

のケースについて（複数の場合は、その中で最も悪質だった、あるいは精神的に影響が大きかっ

たと思うケース）の概要をみると、「利用者から受けたハラスメント」がいずれのサービスでも最

も多く、７～９割であった。 

 

 

 ケースの概要について 

（「この１年間（平成 30年 1月～12月）」で利用者・家族等のどちらかからハラスメ

ントを受けたことがある人が回答） 

 

 

  

サービス n =

訪問介護 880

訪問看護 290

訪問リハビリテーション 237

通所介護 244

特定施設入居者生活介護 334

居宅介護支援 260

介護老人福祉施設 642

認知症対応型通所介護 114

小規模多機能型居宅介護 152

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

200

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

251

地域密着型通所介護 369

87.4

79.0

84.8

91.0

87.7

66.5

91.1

91.2

86.8

82.5

83.3

92.1

9.7

17.6

12.7

6.1

9.0

30.0

7.6

6.1

10.5

14.0

13.1

6.0

2.8

3.4

2.5

2.9

3.3

3.1

1.2

2.6

2.6

3.5

3.6

1.9

0.1

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用者から受けたハラスメントである 家族等から受けたハラスメントである
利用者、家族等から同時に受けたハラスメントである 無回答
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2) ハラスメントを受けた際の相談状況 

ケースにおいて、ハラスメントを受けた際の相談状況をみると、「相談した」が５～８割であっ

た。図 2-25 と比較すると、「相談した」の割合が高かった。 

 

 

 ハラスメントを受けた際の相談状況 

（「この１年間（平成 30年 1月～12月）」利用者・家族等のどちらかからハラスメン

トを受けたことがある人が回答） 

 

3) 相談相手 

ケースにおいて「相談した」と回答した方についてその相談相手をみると、いずれのサービス

においても「上司」、「職場の同僚」が多かった。 

 

表 2-20 相談相手【複数回答】（「この１年間（平成 30年 1月～12月）」利用者・家族

等のどちらかからハラスメントを受けたことがある人のうち相談した人が回答） 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

サービス n =

訪問介護 880

訪問看護 290

訪問リハビリテーション 237

通所介護 244

特定施設入居者生活介護 334

居宅介護支援 260

介護老人福祉施設 642

認知症対応型通所介護 114

小規模多機能型居宅介護 152

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

200

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

251

地域密着型通所介護 369

79.4

74.1

56.5

70.1

56.0

71.9

53.6

68.4

80.3

79.0

69.3

74.0

20.5

25.9

43.5

29.9

44.0

28.1

46.4

31.6

19.7

21.0

30.7

26.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相談した 相談しなかった 無回答

調査数 上司 公的機関
職場の同
僚

部下 友人・知人 その他

訪問介護 699 88.1% 2.6% 55.9% 3.1% 5.4% 5.9%
訪問看護 215 87.9% 2.8% 63.7% 4.7% 3.3% 6.1%
訪問リハビリテーション 134 82.1% 0.7% 59.7% 6.7% 6.7% 11.2%
通所介護 171 84.2% 2.9% 67.8% 2.3% 5.3% 1.2%
特定施設入居者生活介護 187 80.7% - 74.9% 5.3% 3.2% 2.7%
居宅介護支援 187 84.0% 15.5% 61.0% 2.7% 4.8% 5.9%
介護老人福祉施設 344 75.3% 0.3% 73.0% 9.3% 9.3% 3.2%
認知症対応型通所介護 78 85.9% - 76.9% 3.8% 5.1% 2.6%
小規模多機能型居宅介護 122 82.8% 4.1% 68.9% 4.9% 5.7% 1.6%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 158 89.9% 0.6% 58.2% 7.0% 8.2% 3.1%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 174 87.4% 1.7% 70.1% 4.0% 7.5% 4.0%
地域密着型通所介護 273 84.6% 2.2% 68.9% 5.1% 6.6% 3.3%
注）その他には、「労働組合」「所属法人の相談窓口」を含む
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4) 相談相手が対応した内容 

ケースにおいて「相談した」と回答した方の相談相手が対応した内容をみると、「ハラスメントの報告をした際、事実を認めてくれた」がいずれの

サービスにおいても最も高かった。その他、「ハラスメントの報告をした際、今後の対応について明確に示してくれた」、「具体的な対応について話し

合う場を設けてくれた」の回答が多かった。このほか、サービス種別で上位 3 項目に入った回答をみると、訪問看護では「担当を変えるなどの対応を

取ってくれた」が 22.3％、定期巡回・随時対応型訪問介護看護では「利用者・家族等へ注意喚起し、再発防止に努めてくれた」が 18.4％であった。 

 

表 2-21 相談相手が対応した内容【複数回答】 

（「この１年間（平成 30年 1月～12月）」利用者・家族等のどちらかからハラスメントを受けたことがある人のうち相談した人が回答） 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

調査数

ハラスメン
トの報告を
した際、事
実を認めて
くれた

ハラスメン
トの報告を
した際、今
後の対応
について
明確に示
してくれた

具体的な
対応につ
いて話し合
う場を設け
てくれた

ハラスメン
トの情報を
他の施設・
事業所と
共有し、連
携して対
応を行って
くれた

ハラスメン
トの情報を
保険者と
共有し、連
携して対
応を行って
くれた

再発防止
策を実施
できるまで
複数人で
対応する
などの対
応を取って
くれた

担当を変
えるなどの
対応を取っ
てくれた

利用者・家
族等へ注
意喚起し、
再発防止
に努めてく
れた

対応方法
に問題が
あると言わ
れた

我慢するよ
うに言われ

た
特にない その他

訪問介護 699 61.1% 50.6% 26.0% 18.0% 6.2% 13.6% 19.2% 21.0% 1.7% 4.0% 9.6% 2.6%
訪問看護 215 62.3% 47.4% 22.3% 20.9% 2.3% 16.3% 22.3% 11.6% 1.4% 3.7% 11.6% 2.8%
訪問リハビリテーション 134 60.4% 45.5% 20.1% 18.7% 6.7% 10.4% 18.7% 11.9% 0.7% 2.2% 12.7% 2.2%
通所介護 171 59.6% 43.3% 27.5% 16.4% 4.7% 16.4% 11.1% 17.0% 4.7% 2.3% 10.5% 1.8%
特定施設入居者生活介護 187 58.3% 41.7% 20.9% 7.0% 5.9% 12.8% 11.2% 16.6% 4.3% 7.0% 12.3% 2.7%
居宅介護支援 187 55.6% 41.7% 28.3% 12.8% 7.0% 8.0% 15.5% 11.8% 2.1% 0.5% 9.6% 3.7%
介護老人福祉施設 344 55.5% 33.1% 22.7% 6.4% 2.9% 16.0% 6.4% 9.9% 6.1% 6.4% 17.2% 3.2%
認知症対応型通所介護 78 65.4% 50.0% 35.9% 12.8% 3.8% 32.1% 12.8% 21.8% 9.0% 5.1% 9.0% -
小規模多機能型居宅介護 122 63.9% 40.2% 35.2% 9.0% 7.4% 18.0% 14.8% 18.9% 3.3% 4.1% 12.3% 1.6%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 158 55.7% 48.1% 18.4% 16.5% 5.7% 13.9% 13.9% 18.4% 8.2% 7.6% 8.9% 1.3%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 174 52.9% 36.8% 32.8% 6.9% 4.6% 23.0% 10.3% 18.4% 4.6% 5.7% 14.4% 2.3%
地域密着型通所介護 273 67.8% 51.3% 36.6% 15.8% 3.3% 23.4% 13.2% 16.5% 3.7% 2.6% 9.2% 2.2%
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5) 相談した結果利用者・家族等から受けていたハラスメントのその後の状況について 

ケースにおいて「相談した」と回答した方について、相談した結果、利用者・家族等から受け

ていたハラスメントのその後の状況をみると、いずれのサービスにおいても「変わらなかった」

が４～６割で最も多かった。 

一方、「おさまった」は２～４割であった。 

 

 

 相談した結果、利用者・家族等から受けていたハラスメントの状況 

（「この１年間（平成 30年 1月～12月）」利用者・家族等のどちらかからハラスメント

を受けたことがある人のうち相談した人が回答）

サービス n =

訪問介護 699

訪問看護 215

訪問リハビリテーション 134

通所介護 171

特定施設入居者生活介護 187

居宅介護支援 187

介護老人福祉施設 344

認知症対応型通所介護 78

小規模多機能型居宅介護 122

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

158

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

174

地域密着型通所介護 273

36.3

26.5

32.1

24.0

19.3

31.6

20.1

25.6

32.0

30.4

27.0

22.3

1.3

0.9

1.5

1.8

2.1

1.6

3.8

0.0

1.6

0.0

1.7

0.7

42.6

48.4

47.0

59.6

58.8

44.4

56.7

60.3

45.9

47.5

55.2

60.8

8.3

12.1

5.2

4.7

7.5

13.4

8.1

6.4

11.5

7.0

8.0

7.3

11.4

12.1

14.2

9.9

12.3

9.1

11.3

7.7

9.0

15.2

8.0

8.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

おさまった さらに態度がエスカレートした 変わらなかった その他 わからない
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6) 相談しなかった理由 

ケースについて「相談しなかった」人について相談しなかった理由をみると、「利用者・家族等に認知症等の病気又は障害があるから」、「相談する

ほど大きな問題と思わなかったから」、「自分自身でうまく対応できているから」、「生活歴や性格、持病等に伴うものだから」が多かった。 

サービス種別の上位３項目でみると、上述以外に、訪問リハビリテーションでは「問題が大きくなると面倒だから」、通所介護では「相談しても解

決しないと思ったから」なども多かった。 

 

表 2-22 相談しなかった理由【複数回答】（「この１年間（平成 30年 1月～12月）」利用者・家族等のどちらかからハラスメントを受けたこ

とがある人のうち相談しなかった人が回答） 

  

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

 

 

調査数

相談しても
解決しない
と思ったか

ら

相談する
ほど大きな
問題と思
わなかった
から

誰に相談
すれば良
いかわか
らなかった
から

相談したこ
とが本人
に分かって
しまった後
が怖いと
思ったから

問題が大
きくなると
面倒だか
ら

相手のこと
を考えたか

ら

生活歴や
性格、持
病等に伴う
ものだから

利用者・家
族等に認
知症等の
病気又は
障害があ
るから

利用者・家
族等の性
格又は生
活歴

自分自身
でうまく対
応できてい
るから

相談しても
自分自身
が否定さ
れると思う
から

その他

訪問介護 180 18.3% 28.9% 5.0% 3.9% 13.9% 5.0% 23.3% 30.0% 20.6% 25.0% 2.8% 5.0%
訪問看護 75 13.3% 33.3% - 1.3% 12.0% 12.0% 12.0% 44.0% 22.7% 32.0% 2.7% 2.7%
訪問リハビリテーション 103 19.4% 18.4% 2.9% 2.9% 24.3% 9.7% 20.4% 52.4% 14.6% 27.2% 1.9% 2.9%
通所介護 73 23.3% 27.4% 1.4% 1.4% 17.8% 4.1% 20.5% 38.4% 9.6% 23.3% 4.1% 4.1%
特定施設入居者生活介護 147 17.7% 23.8% 5.4% 2.7% 10.9% 6.1% 21.1% 43.5% 14.3% 17.7% 4.1% 3.4%
居宅介護支援 73 9.6% 17.8% - - 5.5% 8.2% 21.9% 47.9% 28.8% 30.1% 2.7% 2.7%
介護老人福祉施設 298 19.1% 25.2% 7.0% 1.7% 13.1% 6.4% 20.8% 46.0% 13.4% 19.8% 5.7% 4.7%
認知症対応型通所介護 36 13.9% 22.2% 5.6% - 11.1% 2.8% 25.0% 61.1% 16.7% 25.0% 2.8% 5.6%
小規模多機能型居宅介護 30 10.0% 26.7% 3.3% - 13.3% 16.7% 33.3% 46.7% 13.3% 23.3% 3.3% -
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 42 16.7% 19.0% 9.5% 9.5% 16.7% 7.1% 28.6% 35.7% 7.1% 7.1% 11.9% 2.4%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 77 14.3% 28.6% 2.6% - 6.5% 5.2% 16.9% 46.8% 15.6% 31.2% 6.5% 1.3%
地域密着型通所介護 96 11.5% 27.1% 1.0% 2.1% 16.7% 5.2% 15.6% 35.4% 13.5% 27.1% 3.1% 4.2%
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(5) 利用者・家族等からのハラスメントの考え方について 

1) 介護現場において、利用者・家族等からのハラスメントの発生状況の推移 

介護現場において、利用者・家族等からのハラスメントの発生状況の推移（直近３年（平成 28

～30 年））をみると、いずれのサービスにおいても、「変わらない」と「わからない」が多い。そ

の中で、「増えている」と「減っている」を比較すると、いずれのサービスにおいても「増えてい

る」が多く、管理者等の回答結果とは異なる結果となっている。 

 

 
 施設・事業所で把握している利用者・家族等からのハラスメントの発生件数

の推移（直近３年（平成 28～30年）） 

  

サービス n =

訪問介護 2532

訪問看護 706

訪問リハビリテーション 901

通所介護 655

特定施設入居者生活介護 673

居宅介護支援 959

介護老人福祉施設 1010

認知症対応型通所介護 207

小規模多機能型居宅介護 353

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

414

複合型サービス（看護小規模多
機能型居宅介護）

529

地域密着型通所介護 1173

16.3

24.1

16.6

20.9

24.2

31.4

32.9

24.2

23.5

33.3

26.8

15.9

7.0

3.4

2.7

4.3

4.2

3.1

4.9

4.3

5.7

4.8

4.0

4.9

32.3

28.6

34.2

31.8

35.5

31.7

30.4

35.7

28.9

33.3

30.4

29.9

44.3

43.9

46.5

43.1

36.1

33.8

31.9

35.7

41.9

28.5

38.8

49.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増えている 減っている 変わらない わからない 無回答
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2) 利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因 

利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因と考えていることをみると、「利用者・家族等がサービスの範囲を理解していないから」、「利用

者・家族等に認知症等の病気又は障害があるから」、「利用者・家族等の性格又は生活歴があるから」が多かった。この他、サービス種別で上位３項目

になった回答を見ると、「職員の仕事の意義や価値が低く見られているから」や「利用者・家族等がハラスメント等に当たる言動を不適切なことと認

識していないから」、「利用者・家族等が介護を理由としたストレスが溜まっているから」、「利用者・家族等がサービスへ過剰な期待をしているから」

が多かった。 

管理者の回答結果と比較すると、概ね同様の結果となっている。 

 

表 2-23 利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

  

調査数

職員の仕
事の意義
や価値が
低く見られ
ているから

職員による
不適切な
ケアによ
り、利用
者・家族等
の言動を
エスカレー
トさせるこ
とがあるか
ら

職員による
不適切な
苦情対応
により、利
用者・家族
等の言動
をエスカ
レートさせ
ることがあ
るから

職員確保
が困難な
ため、特定
の職員が
長期間固
定して特
定の利用
者を担当し
ているから

職員確保
が困難な
ため、異性
介助になっ
てもしかた
ないと考え
られている
から

対応が困
難なケー
スほど職
員の交代
が難しく、
長期間固
定して特
定の利用
者を担当し
ているから

利用者・家
族等のモ
ラルが低
下してきて
いるから

利用者・家
族等がハ
ラスメント
等に当た
る言動を不
適切なこと
と認識して
いないから

利用者・家
族等が介
護を理由と
したストレ
スが溜まっ
ているから

利用者・家
族等が
サービス
へ過剰な
期待をして
いるから

利用者・家
族等が
サービス
の範囲を
理解してい
ないから

利用者・家
族等に対
するサービ
ス提供に
関する事
前説明が
不足してい
るから

利用者・家
族等と介
護職員の
コミュニ
ケーション
が不足し
ているから

利用者・家
族等に認
知症等の
病気又は
障害があ
るから

利用者・家
族等の性
格又は生
活歴があ
るから

わからない その他

訪問介護 2532 38.5% 16.3% 11.1% 14.6% 9.8% 16.3% 18.9% 38.3% 30.0% 32.3% 43.2% 13.0% 16.0% 35.6% 38.7% 10.3% 1.4%
訪問看護 706 29.2% 19.0% 18.7% 13.0% 7.9% 20.7% 25.2% 43.6% 42.6% 35.4% 40.1% 15.6% 19.0% 46.6% 50.7% 4.4% 2.0%
訪問リハビリテーション 901 26.4% 31.2% 28.2% 11.4% 11.9% 18.9% 22.3% 40.3% 37.3% 36.7% 41.6% 20.4% 29.9% 43.6% 43.6% 5.8% 1.7%
通所介護 655 28.2% 20.8% 17.6% 9.5% 13.0% 9.3% 17.9% 30.4% 32.2% 31.1% 32.8% 12.7% 20.5% 37.1% 33.0% 11.8% 1.2%
特定施設入居者生活介護 673 34.0% 27.6% 18.1% 11.0% 15.6% 10.5% 21.2% 34.6% 18.0% 35.5% 40.6% 15.9% 25.0% 36.3% 34.5% 7.7% 1.0%
居宅介護支援 959 32.4% 19.1% 17.0% 9.2% 9.5% 18.7% 23.1% 42.5% 39.9% 42.1% 46.1% 14.9% 19.2% 36.9% 47.0% 5.6% 1.3%
介護老人福祉施設 1010 32.9% 26.4% 18.4% 12.8% 17.4% 8.0% 21.3% 32.7% 18.2% 32.0% 29.0% 12.5% 24.9% 47.7% 35.5% 11.5% 2.0%
認知症対応型通所介護 207 29.0% 23.7% 16.9% 8.7% 19.8% 6.8% 15.9% 30.9% 34.8% 35.3% 35.7% 11.6% 25.6% 49.3% 33.8% 6.3% 1.4%
小規模多機能型居宅介護 353 37.7% 22.1% 14.7% 9.3% 16.7% 9.6% 23.8% 32.9% 35.4% 35.4% 38.8% 15.3% 24.1% 32.6% 36.3% 9.6% 0.6%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 43.0% 21.5% 19.1% 14.7% 11.4% 15.0% 23.4% 39.1% 26.8% 38.4% 50.5% 19.8% 18.1% 33.1% 37.4% 8.2% 1.4%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 33.3% 29.5% 23.1% 10.2% 12.7% 9.6% 25.3% 36.3% 35.7% 37.6% 42.5% 19.7% 27.2% 39.1% 38.6% 6.8% 1.1%
地域密着型通所介護 1173 28.1% 19.3% 16.4% 9.2% 14.7% 7.3% 18.2% 31.5% 35.5% 27.9% 33.0% 10.2% 19.2% 37.8% 32.4% 12.3% 0.6%
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3) 利用者・家族等からのハラスメントの対応で必要なこと 

利用者・家族等からのハラスメントの対応で必要と考えていることをみると、いずれのサービスにおいても上位３項目は、「利用者・家族等と事業

所・施設による相互的な確認」、「相談しやすい組織体制の整備」、「事業所内での情報共有」となっており、組織としての適切な対応や共有を求めてい

る状況にある。 

管理者の回答結果と比較しても、概ね同様の結果となっている。 

 

表 2-24 利用者・家族等からのハラスメントの対応で必要なこと【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

調査数
利用者・家
族等への
啓発活動

利用者・家
族等と事
業所・施設
による相互
的な確認

管理者向
けのハラス
メント対策
のマニュア
ルの整備

管理者向
けのハラス
メント対策
の教育

相談しや
すい組織
体制の整
備

事業所内
での情報
共有

保険者（自
治体）の支
援・相談体
制の構築・
強化

職員の医
療・介護技
術の向上

ハラスメン
ト対策に関
する法制
度等の整
備

特にない その他 無回答

訪問介護 2532 33.7% 46.9% 17.3% 14.5% 53.3% 55.8% 15.4% 21.3% 22.7% 8.4% 1.0% 0.1%
訪問看護 706 40.4% 56.1% 29.3% 24.5% 63.6% 67.8% 20.7% 28.8% 35.6% 3.8% 1.1% -
訪問リハビリテーション 901 37.0% 57.5% 31.3% 27.6% 59.3% 61.9% 19.1% 32.0% 31.2% 3.3% 1.4% 0.1%
通所介護 655 29.6% 46.3% 18.2% 15.7% 53.9% 52.4% 11.9% 26.6% 21.2% 8.4% 1.1% -
特定施設入居者生活介護 673 32.2% 50.5% 21.5% 18.7% 51.0% 45.3% 10.3% 30.3% 26.4% 7.3% 0.9% -
居宅介護支援 959 39.0% 49.3% 19.9% 19.2% 56.1% 58.2% 30.6% 21.9% 32.4% 4.5% 2.0% -
介護老人福祉施設 1010 27.6% 46.6% 22.9% 18.6% 52.2% 44.0% 12.1% 31.3% 28.7% 12.4% 1.9% -
認知症対応型通所介護 207 28.5% 47.3% 22.2% 20.3% 56.0% 57.0% 12.6% 37.7% 25.1% 6.3% 0.5% -
小規模多機能型居宅介護 353 31.7% 51.8% 20.4% 15.3% 57.2% 59.2% 19.3% 29.2% 26.6% 8.2% 0.3% -
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 38.6% 51.0% 22.5% 20.8% 51.9% 55.6% 15.9% 28.0% 32.9% 7.2% 1.2% -
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 36.1% 55.2% 23.8% 21.2% 57.5% 59.0% 15.5% 39.1% 27.0% 4.9% 0.9% -
地域密着型通所介護 1173 29.4% 47.7% 17.1% 15.9% 50.4% 53.6% 13.1% 24.6% 25.5% 7.9% 0.7% -
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4) 利用者・家族等からのハラスメントを受けた場合に施設・事業所に希望する対応 

利用者・家族等からのハラスメントを受けた場合に施設・事業所に希望する対応をみると、「ハラスメントの報告をした際、今後の対応について明

確に示して欲しい」、「具体的な対応について話し合う場が欲しい」、「利用者・家族等へ注意喚起し、再発防止に努めて欲しい」が多かった。 

管理者におけるハラスメント発生時の施設・事業所（組織）の対応方法の回答結果と、概ね同様の結果となっている。 

 

表 2-25 利用者・家族等からのハラスメントを受けた場合に施設・事業所（組織）に希望する対応【複数回答】 

 

（ハッチはサービス種別の上位３項目） 

  

調査数

ハラスメン
トの報告を
した際、事
実を認めて
欲しい

ハラスメン
トの報告を
した際、今
後の対応
について
明確に示
して欲しい

具体的な
対応につ
いて話し合
う場が欲し
い

他の機関
や施設・事
業所と情
報共有を
行い、適切
な対応を
取って欲し
い

複数人で
対応する
などの対
応を取って
欲しい

担当を変
えるなどの
対応を取っ
て欲しい

利用者・家
族等へ注
意喚起し、
再発防止
に努めて
欲しい

特にない その他 無回答

訪問介護 2532 36.9 58.3 41.6 29.5 34.1 35.1 42.3 9.8 0.6 0.1
訪問看護 706 42.4 65.0 52.8 46.3 56.8 46.6 50.1 5.2 1.0 -
訪問リハビリテーション 901 37.6 65.3 48.1 38.8 41.2 44.7 42.0 5.5 1.4 -
通所介護 655 35.3 53.4 41.2 28.4 34.2 18.5 39.8 11.5 0.5 -
特定施設入居者生活介護 673 37.4 59.4 40.4 21.0 30.9 19.0 41.8 9.2 1.9 -
居宅介護支援 959 34.8 58.5 50.3 36.9 44.8 38.3 38.1 6.6 1.5 -
介護老人福祉施設 1010 37.1 56.9 42.1 26.9 33.8 20.0 37.3 12.9 1.7 -
認知症対応型通所介護 207 41.1 60.4 49.3 26.1 40.6 20.3 32.9 8.2 1.0 -
小規模多機能型居宅介護 353 37.4 59.5 48.4 28.3 36.0 26.6 45.9 8.2 0.6 -
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 42.8 64.0 39.9 32.9 36.7 30.2 50.7 9.2 1.9 -
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 42.9 61.4 47.1 29.9 43.1 25.9 45.0 7.2 0.6 -
地域密着型通所介護 1173 37.9 53.9 44.1 26.6 37.4 23.4 40.0 10.4 1.2 -
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(6) 職場での日常的な関係性について 

職場での日常的な関係性については、「仕事が円滑に進むように、配慮や手助けをしてくれている」「気軽に話ができる関係性ができている」、「仕事

で困ったことが起きた場合、頼りになる」「個人的な問題（業務・プライベートに関わらず）を相談した場合、聞いてくれる」のいずれの設問でも「そ

う思う」が最も多かった。 

 

表 2-26 仕事が円滑に進むように配慮や手助けをしてくれている 

 
（ハッチはサービス種別の関係性の上位 1項目） 

 

表 2-27 気軽に話ができる関係性ができている 

（ハッチはサービス種別の関係性の上位 1項目） 

 

 

全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う

訪問介護 2,532 2.2% 3.7% 12.9% 56.5% 24.7% 1.0% 2.6% 16.3% 58.4% 21.6% 3.7% 4.2% 28.2% 44.0% 20.0%
訪問看護 706 2.7% 6.2% 12.5% 50.6% 28.0% 0.8% 3.8% 12.5% 53.5% 29.3% 2.7% 3.1% 26.8% 41.2% 26.2%
訪問リハビリテーション 901 1.9% 4.4% 13.3% 54.4% 26.0% 1.6% 3.9% 11.9% 57.6% 25.1% 2.8% 3.9% 21.0% 47.3% 25.1%
通所介護 655 2.3% 6.7% 16.5% 50.5% 24.0% 0.8% 4.1% 16.8% 55.6% 22.7% 2.4% 6.3% 25.6% 46.7% 18.9%
特定施設入居者生活介護 673 4.5% 7.4% 19.5% 53.9% 14.7% 1.5% 4.6% 20.4% 54.7% 18.9% 5.5% 4.3% 27.6% 43.4% 19.2%
居宅介護支援 959 4.1% 7.4% 14.5% 49.0% 25.0% 0.8% 4.0% 15.4% 55.4% 24.4% 4.5% 6.2% 26.6% 41.7% 21.1%
介護老人福祉施設 1,010 5.9% 8.0% 20.1% 51.0% 15.0% 1.9% 4.4% 21.4% 56.8% 15.5% 4.7% 5.2% 28.3% 41.3% 20.5%
認知症対応型通所介護 207 2.9% 5.3% 13.0% 62.8% 15.9% 1.0% 3.4% 12.1% 65.2% 18.4% 2.9% 5.8% 25.1% 49.8% 16.4%
小規模多機能型居宅介護 353 1.4% 4.2% 20.1% 56.7% 17.6% 0.6% 2.5% 17.6% 63.5% 15.9% 5.4% 4.8% 26.3% 47.0% 16.4%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 5.3% 4.8% 22.7% 45.4% 21.7% 3.4% 3.6% 18.6% 57.0% 17.4% 4.3% 3.9% 28.5% 41.3% 22.0%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 3.4% 6.2% 18.9% 53.5% 18.0% 0.9% 4.7% 18.0% 58.6% 17.8% 4.3% 3.8% 28.0% 44.0% 19.8%
地域密着型通所介護 1,173 1.8% 6.7% 14.5% 53.5% 23.4% 0.3% 2.4% 13.3% 59.0% 25.1% 2.9% 5.7% 26.0% 43.9% 21.5%

調査数

直属の上司 職場の同僚 家族・友人

全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う
訪問介護 2,532 2.5% 5.3% 16.2% 52.5% 23.4% 1.1% 2.6% 15.5% 58.0% 22.9% 2.2% 2.7% 18.6% 49.8% 26.7%
訪問看護 706 3.7% 8.8% 13.9% 50.0% 23.7% 0.8% 4.1% 12.5% 52.8% 29.7% 2.0% 2.5% 15.9% 44.5% 35.1%
訪問リハビリテーション 901 3.6% 6.1% 16.8% 54.3% 19.3% 1.3% 2.4% 11.4% 59.9% 24.9% 1.3% 2.4% 11.9% 47.6% 36.7%
通所介護 655 3.8% 7.2% 18.0% 52.5% 18.5% 1.2% 4.4% 18.2% 55.0% 21.2% 1.8% 2.4% 18.8% 50.4% 26.6%
特定施設入居者生活介護 673 4.9% 8.9% 21.7% 48.6% 15.9% 1.9% 4.6% 19.3% 53.9% 20.2% 2.1% 3.0% 19.5% 47.1% 28.4%
居宅介護支援 959 5.4% 7.2% 16.3% 48.6% 22.5% 0.7% 4.3% 14.8% 54.3% 25.9% 2.1% 4.2% 19.2% 47.0% 27.5%
介護老人福祉施設 1,010 7.0% 10.9% 22.7% 46.1% 13.3% 1.3% 4.4% 18.6% 58.4% 17.3% 2.4% 3.2% 19.5% 45.5% 29.4%
認知症対応型通所介護 207 4.8% 8.2% 13.5% 61.4% 12.1% 0.5% 5.3% 12.1% 64.7% 17.4% 1.9% 4.8% 15.9% 50.7% 26.6%
小規模多機能型居宅介護 353 2.5% 5.7% 21.2% 54.7% 15.9% 0.3% 4.2% 17.0% 61.8% 16.7% 2.8% 3.4% 20.1% 49.6% 24.1%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 6.5% 7.2% 21.5% 46.9% 17.9% 3.1% 4.8% 17.9% 53.4% 20.8% 2.9% 3.4% 19.8% 41.8% 32.1%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 4.3% 6.4% 22.5% 51.8% 14.9% 1.9% 4.5% 20.0% 55.6% 18.0% 2.1% 3.2% 16.8% 47.3% 30.6%
地域密着型通所介護 1,173 2.6% 5.8% 18.8% 51.1% 21.7% 0.4% 2.8% 14.2% 56.7% 25.9% 1.4% 3.4% 18.8% 45.4% 31.0%

調査数
直属の上司 職場の同僚 家族・友人
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表 2-28 仕事で困ったことが起きた場合、頼りになる 

 
（ハッチはサービス種別の関係性の上位 1項目） 

 

表 2-29 個人的な問題（業務・プライベートに関わらず）を相談した場合聞いてくれる 

 
（ハッチはサービス種別の関係性の上位 1項目） 

 

 

 

 

 

全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う

訪問介護 2,532 2.7% 3.9% 10.5% 53.8% 29.1% 1.2% 2.7% 15.6% 57.9% 22.7% 3.6% 5.4% 26.8% 44.2% 19.9%
訪問看護 706 3.4% 5.2% 12.2% 45.0% 34.1% 1.8% 3.4% 13.6% 49.6% 31.6% 2.8% 3.8% 26.3% 42.6% 24.4%
訪問リハビリテーション 901 2.4% 4.8% 12.7% 50.9% 29.2% 1.6% 4.8% 13.1% 57.6% 23.0% 3.1% 5.8% 24.5% 44.2% 22.4%
通所介護 655 3.5% 5.8% 14.8% 49.0% 26.9% 1.5% 4.3% 16.8% 54.4% 23.1% 2.7% 6.3% 25.2% 46.7% 19.1%
特定施設入居者生活介護 673 6.1% 5.8% 19.8% 48.1% 20.2% 2.5% 5.2% 21.0% 52.5% 18.9% 3.6% 5.8% 26.4% 45.0% 19.2%
居宅介護支援 959 5.7% 7.6% 13.0% 46.2% 27.4% 1.3% 4.4% 16.3% 52.1% 26.0% 4.0% 7.8% 28.6% 40.4% 19.3%
介護老人福祉施設 1,010 7.6% 8.3% 20.2% 45.5% 18.3% 1.8% 4.6% 23.1% 53.7% 16.9% 4.6% 6.4% 26.9% 42.8% 19.3%
認知症対応型通所介護 207 4.8% 6.8% 13.5% 56.0% 18.8% 1.0% 3.9% 14.0% 66.2% 15.0% 2.4% 6.8% 21.7% 54.6% 14.5%
小規模多機能型居宅介護 353 4.0% 5.7% 17.0% 50.7% 22.7% 1.1% 4.2% 17.6% 60.1% 17.0% 5.7% 4.2% 30.6% 45.0% 14.4%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 7.5% 5.3% 18.6% 45.2% 23.4% 2.9% 3.4% 22.2% 51.4% 20.0% 4.3% 5.1% 30.0% 39.6% 21.0%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 6.0% 6.0% 14.2% 53.1% 20.6% 1.9% 4.9% 18.1% 57.7% 17.4% 4.0% 6.6% 25.7% 44.4% 19.3%
地域密着型通所介護 1,173 3.6% 4.3% 13.7% 50.0% 28.3% 0.9% 3.2% 14.2% 55.4% 26.3% 2.6% 5.5% 26.5% 43.1% 22.3%

調査数

直属の上司 職場の同僚 家族・友人

全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う 全く思わない そう思わない どちらでもない そう思う とてもそう思う

訪問介護 2,532 3.8% 4.4% 18.5% 53.0% 20.3% 1.8% 3.9% 21.8% 55.1% 17.5% 1.9% 1.7% 14.3% 50.1% 32.0%
訪問看護 706 4.4% 7.1% 16.3% 47.6% 24.6% 1.7% 4.4% 15.2% 54.8% 23.9% 1.1% 2.4% 11.0% 45.3% 40.1%
訪問リハビリテーション 901 3.8% 6.8% 19.2% 51.6% 18.6% 1.2% 3.9% 19.0% 57.9% 18.0% 1.1% 1.3% 9.5% 46.9% 41.1%
通所介護 655 4.0% 7.2% 21.2% 49.5% 18.2% 2.0% 4.9% 25.5% 51.1% 16.5% 1.4% 2.1% 15.9% 47.9% 32.7%
特定施設入居者生活介護 673 5.6% 6.7% 25.9% 46.8% 15.0% 3.1% 6.2% 24.2% 51.9% 14.6% 1.9% 3.3% 14.0% 50.4% 30.5%
居宅介護支援 959 6.7% 7.9% 19.0% 48.2% 18.2% 2.4% 5.5% 21.2% 51.7% 19.2% 1.3% 3.1% 12.9% 49.6% 33.1%
介護老人福祉施設 1,010 7.0% 7.4% 24.5% 47.3% 13.8% 1.8% 5.2% 25.4% 54.0% 13.6% 1.8% 2.4% 15.0% 47.1% 33.7%
認知症対応型通所介護 207 3.9% 5.8% 22.7% 58.0% 9.7% 0.5% 3.9% 19.3% 62.3% 14.0% 0.5% 2.9% 14.5% 53.1% 29.0%
小規模多機能型居宅介護 353 4.2% 6.5% 21.0% 50.1% 18.1% 1.4% 5.4% 22.7% 56.7% 13.9% 2.0% 3.1% 16.4% 51.0% 27.5%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 414 8.5% 6.0% 22.5% 45.7% 17.4% 4.8% 6.0% 25.4% 47.1% 16.7% 2.7% 3.4% 15.5% 42.5% 36.0%
複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 529 6.0% 7.4% 19.1% 53.1% 14.4% 2.3% 5.9% 22.7% 56.3% 12.9% 1.3% 1.7% 13.8% 48.6% 34.6%
地域密着型通所介護 1,173 3.4% 5.5% 17.8% 50.4% 22.9% 1.4% 3.1% 20.4% 53.2% 22.0% 1.2% 2.4% 12.4% 49.6% 34.4%

調査数

直属の上司 職場の同僚 家族・友人
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2.4. 実態調査結果のまとめ 

実態調査の結果を、いくつかの観点からまとめて整理すると、以下のとおりである。 

 

(1) ハラスメントの発生状況 

職員調査の結果から、利用者本人から職員へのハラスメントについてみると、「これまでに」ハ

ラスメントを受けたことのある職員は、サービス種別により異なるものの４～７割であった。そ

のうち「この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）」をみると、サービス種別により異なるものの５割

～9 割であった。 

「この 1 年間」の利用者本人から職員へのハラスメントの内容をみると、訪問介護、訪問看護、

訪問リハビリテーション、通所介護、居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域

密着型通所介護では「精神的暴力」が最も多く、その他のサービスではいずれも「身体的暴力」

が最も多かった。 

職員が、利用者・家族等からハラスメントを受けた影響をみると、「これまでに」利用者・家族

等からハラスメントを受けたもののうち、ケガや病気（精神的なものも含む）になったことがあ

る方は 5～22％であった。また、ハラスメントを受けて仕事を辞めたいと思ったことがある方は、

２割～４割であり、そのうち、ハラスメントを受けて実際に仕事を辞めたことがある方は 1.8～

11.6％であった。 

一方、「この 1 年間（平成 30 年 1 月～12 月）」に利用者本人からハラスメントを受けたことが

ある場合に、ハラスメントを受けた利用者数は、「１人」、「２人」の回答が多かった。 

 

(2) ハラスメントの発生状況の推移 

 ハラスメントの発生状況の推移（直近 3 年（平成 28～30 年））をみると、「変わらない」や「わ

からない」が多いものの、「増えている」と「減っている」をサービス種別で比較すると、管理者

調査では、「増えている」が「減っている」を上まわっているサービスは７つであった。これに対

し、職員調査では、すべてのサービスにおいて「増えている」が「減っている」を上まわってい

る。 

 

(3) ハラスメントを受けた場合の相談状況等 

職員調査で、「これまでに」利用者・家族等からハラスメントを受けたことのある職員の相談状

況をみると、「ハラスメントを受けた際には些細な内容でも相談した」が２～５割、「ハラスメン

トを受けた際に相談しなかった」が１割～４割であった。 

相談しなかった理由をみると、利用者・家族等に病気又は障害がある、自分自身でうまく対応

ができた、利用者・家族等の性格又は生活歴からといった回答が多かった。 

この１年間（平成 30 年 1 月～12 月）で、利用者・家族等から受けたハラスメントを受けたこ

とがある方に、そのうちの１つのケース（複数ある場合は、その中で最も悪質だった、あるいは

精神的に影響が大きかったと思うケース）を取り出して回答いただいた状況をみると、その相談

状況は、「相談した」が５～８割であり、上記と比較すると、「相談した」の割合が高くなってい

た。 

また、このケースでも相談しなかった理由をみると、「利用者・家族等に認知症等の病気又は障

害があったから」、「自分自身でうまく対応できていたから」、「利用者・家族等の性格又は生活歴
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があったから」の回答が多かった。 

 

(4) ハラスメント発生時の対応方法について 

管理者調査におけるハラスメント発生時の施設・事業所（組織）の対応方法をみると、いずれ

のサービスにおいても、「施設・事業所として把握した際、ハラスメントの事実確認を行う」、「職

員と具体的対応について話し合う場を設定する」、「職員に今後の対応について明確に示す」が多

かった。その中で、特定施設入居者生活介護については、「利用者・家族等と話し合いを行い、再

発防止策を検討する」の回答も多かった。 

 

(5) ハラスメントの防止について 

管理者調査において、利用者・家族等からのハラスメントに対する、施設・事業所（組織）の防

止対策の整備状況をみると、「利用者・家族等の様々な状況からハラスメントのリスクを施設・事

業所内で検討する体制がある（攻撃的な態度やハラスメント行為の前歴を確認するなど）」、「特定

の職員が長期間固定して特定の利用者を担当することがないように職員配置している」、「ハラス

メントの発生ケースを振返り施設・事業所内で再発防止を検討する体制がある」が多かった。 

また、利用者・家族等からのハラスメントの発生に備えて、施設・事業所（組織）において準備

している事柄や体制等をみると、「ハラスメントの被害を受けた職員に対して管理者が面談する体

制がある」、「ハラスメント行為を行った当事者への対応策を検討する体制がある」、「すべての職

員にハラスメントの発生後の報告ルート、インシデント・アクシデント報告用紙について周知し

ている」が多かった。一方で、「特にない」と回答した管理者が１割～３割程度あった。 

施設・事業所内の職員への周知・啓発の方法をみると、「施設・事業所内でのハラスメントに関

する情報共有を徹底している」がいずれのサービスでも最も多く、５割程度であった。一方で「特

にない」も３～４割程度であった。特定施設入居者生活介護と定期巡回・随時対応型訪問介護看

護では上位３項目に、上記以外に、「ハラスメントについての注意喚起の文書をすべての職員に配

布している」が含まれた。 

さらに、施設・事業所における利用者・家族等への啓発の方法をみると、いずれのサービスに

おいても「サービスの適正な範囲（提供できるサービスとできないサービスについて）を契約書

（重要事項説明書）に明記して、説明している」、「ハラスメントによる解約について契約書（重

要事項説明書）に明記している」が多いほか、「特にない」も２割～５割程度であった。 

一方で、利用者・家族等からのハラスメントの予防・解決のため、施設・事業所での取組を行

う上での課題については、いずれのサービスにおいても「ハラスメントかどうかの判断が難しい」

が最も多かった。その他では、「ハラスメントの予防・解決のためのノウハウがない」、「適切な対

処の目安がわからない」、「発生状況を把握することが難しい」が多かった。 

 

(6) ハラスメントに対する考え方等について 

管理者調査で、利用者・家族等からのハラスメントが発生する原因と考えられることをみると、

いずれのサービスにおいても、「利用者・家族等の性格又は生活歴」は上位３項目に含まれた。こ

のほか、「利用者・家族等がサービスの範囲を理解していないから」、「利用者・家族等に認知症等

の病気又は障害によるものであるから」、「利用者・家族等がサービスへ過剰な期待をしているか

ら」が多かった。 
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利用者・家族等からのハラスメントの対応で、施設・事業所として必要と考えていることにつ

いては、「相談しやすい組織体制の整備」、「施設・事業所内での情報共有」、「利用者・家族等と事

業所・施設による相互的な確認」が多かった。 

また、利用者・家族等からのハラスメントに関する管理者の考えをみると、いずれのサービス

においても、「いかなる場合も管理者はハラスメントから職員を守る必要がある」が、上位 3 項目

に含まれた。その他、「ハラスメントの行為は職員のスキルで対応するには限界がある」、「利用者

の思いや行動の意味があるとしてもハラスメントは許されることではない」も多かった。なお、

認知症対応型通所介護は、「何度も繰り返されるハラスメントであっても防ぐ方法はある」が、3

番目に多くなっている。一方で、「ハラスメントの行為を受ける職員の対応スキルが未熟である」、

「ハラスメントの行為を受けることも仕事の一部である。」、「少しくらいで何でもハラスメントと

言うのは大げさだ」と回答した管理者もいた。 
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3. ヒアリング調査 

3.1. 調査の目的 

ハラスメント対策マニュアルの作成にあたり、介護現場におけるハラスメントの実態及びハラ

スメント対策の取組、課題について把握することを目的に実施した。 

 

3.2. 調査の方法 

有識者（団体）から推薦された施設・事業所にヒアリング調査を実施した。実施状況は以下の

とおりである。 

仮称 所在地 併設サービス ヒアリング先 

サービス種別 法人規模 

法人 A 宮城県  特別養護老人ホーム 

 居宅介護 

 通所介護 

 グループホーム 

 ショートステイ、等 

 特別養護老人 

ホーム 

 

約 100 名 

法人 B 兵庫県  訪問介護 

 居宅介護、等 

 訪問介護事業所 100 名超 

法人 C 兵庫県  訪問看護 

 地域包括支援センター 

 訪問介護 

 居宅介護 

 介護老人保健施設 

 訪問看護事業所 約 70 名 

法人 D 東京都  訪問介護 

 居宅介護 

 訪問看護 

 訪問リハビリテーション 

 通所介護 

 訪問診療 

 訪問介護事業所 約 60 名 

法人 E 東京都  居宅介護 

 訪問介護 

 訪問看護 

 通所介護 

 グループホーム 

 有料老人ホーム、等 

 本社 1,000 名超 

法人 F 東京都  訪問看護 

 訪問介護、等 

 訪問看護事業所 約 100 名 

法人 G 愛知県  訪問介護 

 有料老人ホーム、等 

 訪問介護事業所 約 20 名 

法人 H 兵庫県  訪問介護 

 居宅介護、等 

 訪問介護事業所 約 60 名 
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3.3. 調査結果 

主なヒアリング結果は以下のとおりである。 

（１）ハラスメントの実態について 

ハラスメントの実

態 

 若い職員ほど被害にあう傾向にある。（法人 D） 

 680 名程度の利用者に対して、ハラスメントとして職員から報告され

て認識しているものは年に１～２名程度の利用者である。なお、報告

されたものの中で、ハラスメントではなく職員の関わり方に問題があ

ることもある。（法人 C） 

 現在、250 名の利用者のうち 2～3 名がハラスメント行為を行う利用

者である。（法人 H） 

 在宅介護は利用者宅がホームグラウンドであるが、施設は事業者側に

もルールが設けられている。そのため、どこでハラスメントを受ける

かにより職員の感じ方が大きく違う。環境によってハラスメントかど

うかが変わってくる。（法人 G） 

ハラスメントの内

容 

【精神的・身体的暴力】 

 訪問介護員は「なんでもしてくれる人」という認識の利用者も存在す

る。そのため高齢のご家族から介護保険の範囲を超えたサービスを求

められることもある。（法人 B） 

 理不尽な要求を継続して訴えてくるご家族がおり、対応に苦慮してい

るところである（現在進行中）。（法人 D） 

 初めて担当する利用者に対しては、信頼関係を築くために無理な要望

にも対応することがある。よって訪問介護員が変更になった際に、前

の訪問介護員はやってくれたと怒る等のトラブルが発生しやすい。（法

人 H） 

 身体的暴力は犯罪行為であるため 100％許されるものではない。一方

で精神的暴力は判断が難しい。訪問介護員は、一度利用者に怒鳴られ

ると恐怖で委縮してしまい、負の連鎖に陥ることもある。（法人 H） 

【セクシュアルハラスメント】 

 50～70 代の女性の訪問介護員は利用者の年齢からすると恋愛の対象

となることもあり、セクシュアルハラスメントの対象になりやすい。

（法人 B） 

 男性利用者から女性の訪問介護員へのセクシュアルハラスメントが多

い。（法人 G） 

職員への影響 

 

 過去にセクシュアルハラスメントを受けていた職員が、ご主人から退

職するよう言われたため退職したケースがあった。退職に至らなくて

も心を病んでしまい、他の要因も含めて退職に至るケースはある。（法

人 D） 

 若い職員にも働いてもらうには対応が必要である。就職希望の若い職

員がいたが、訪問看護ではハラスメントを受けることが多いというこ

とで家族が反対し、就職を辞退したケースもあった。（法人 F） 
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発生要因 

 

 認知症だからといってすべての方がハラスメントを行うわけではな

い。これまでの生活歴や職種などによって異なる。そういった点も含

め利用者のアセスメントをしっかり行うことが必要である。（法人 A） 

 措置の時代から介護保険における契約に変わった。利用者の権利意識

が変わってきたこともある。そのため、対等な契約関係でありながら、

権利意識も強くなり、不当な要求を求められる事象がまれに発生する

ようになった。極端な事例ではあるが、時には 2～3 時間土下座を強要

するなど、カスタマーハラスメントというものが存在するようになっ

てきている。（法人 E） 

サービス種別によ

る状況の相違 

 

 グループホームでも施設と同様にハラスメントは発生している。特別

養護老人ホームとグループホームで傾向に違いはない。職種に限らず、

日々利用者と関わっている時間が長い職員は被害にあうことが多い。

（法人 A） 

 看護師よりも介護士の方が職位的に低く見られがちであり、ハラスメ

ント行為を受ける傾向にある。介護ヘルパーは訪問回数が多く、利用

者と多く接しているため、ハラスメント行為を受ける確率も高くなる。

（法人 D） 

 

（２）事業所における実態把握の状況 

 事故・トラブルに関しては、全件本部統括部門へ報告があげられてくるが、ハラスメント

と思われるような行為であっても、介護の専門職としての対応の範囲内だと考え、本部統

括部門へ報告されてこないケースがある。一方、利用者や家族から暴言を受けたなどの場

合は、トラブル対応の経過報告として、その対応経緯が報告書の中に表現され、管理部門

がハラスメントとして認識することがある。事故・トラブルの対応は、利用者の一次対応

としてサービス提供を行う事業所が窓口となり、本部統括部門との連携により事業所の管

理者が対応している。（法人 E） 

 ハラスメントが発生した際は、訪問介護員がサービス提供責任者に報告するようにしてい

る。一方で訪問介護員がハラスメントであることを認識することも難しく、自身が悪いの

ではないかと考えることもある。サービス提供責任者が日常的に「つらいことはない？」

等の声かけを行い、会話の些細な糸口からハラスメントが発生していないか認識するよう

にしている。（法人 B） 

 サービス提供責任者に連絡して対応するようにしている。内容に応じて管理者、副施設長

（管理職）が事実確認、対応を実施している。ハラスメントが発生した際に介護支援専門

員に相談することもあるが、介護支援専門員は利用者との接触機会も少なく、考え方、感

じ方が違うこともあるため、サービス提供責任者に相談がベストであると考える。 

 サービス提供責任者に報告すると大ごとになるため報告ができず、また利用者の耳にハラ

スメントの報告をしたことが伝わることを恐れる職員もいる。（法人 H） 
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（３）発生したハラスメントへの対応 

サービス種別によ

る相違 

 

【訪問系の場合】 

 訪問の場合はまず担当者を変えて、それでも難しい場合は２人訪問と

している。（法人 A） 

 訪問では対処しきれない場合は、本人にご理解いただければデイサー

ビスに切り替える、又は他事業所に対応してもらうようにしている。

他事業所でも引き受けてもらえない場合は引き受けるが、訪問介護員

ではなく管理者が訪問する、又は他の事業所の管理者と一緒に訪問す

るなどしている。（法人 A） 

 事実確認等について、肩書のある人（上司）が訪問・対応するとハラ

スメント防止の効果がある。できること・できないことを説明する。

ハラスメント等が発生した際は、利用者の性格等に合わせて対応を変

えることも効果がある。（法人 C） 

 体の大きな利用者やハラスメント行為を行う利用者については、男性

職員に交代して訪問してもらい対応しているが、同性介助を嫌がる男

性利用者（介護は女性だと思い込んでいる）が多く、男性職員という

だけで嫌だと言われることもある。（法人 D） 

 ハラスメントに限らないが、トラブル対応においては、早期の対応を

行うことが原則。セクシュアルハラスメントについて、施設系の場合

は複数の職員で介助が可能であり、被害を受けた職員を避難させる等

の理由により、他の職員が対応することも可能であるが、訪問系サー

ビスでは、基本、介助者が一人でサービス提供を行い、かつ、サービ

ス提供場所が、利用者宅という密室でもあるため、事案が重大化する

ことがある。訪問先では１人での介助なため、突発的な事案には対応

できない。（法人 E） 

 防犯ベルを訪問バックに付けるようにした。また、退路を確保して訪

問するように指導している。事業所の近隣では出入口が１か所の居宅

も多い。防犯ベルは大きな音が鳴るが、そのものを利用者に投げ、び

っくりしている間に逃げるようにと言っている。（法人 F） 

【施設系の場合】 

 施設内で暴言を言われた職員について、介助の担当を変えることや、

利用者を別の場所に移動させるようにしている。行為を行った場面に

遭遇した場合は、その場で注意するようにしている。（法人 A） 

契約解除 

 

 利用者、家族にハラスメントの事実を伝えても止めないようだったら、

事業所の変更を提案している。（法人 D） 

 事業所側に明らかな不利益が発生した場合は、解約できることの条項

を契約書等に規定している。解約に当たっては、ハラスメントに関し

てすべての案件ではないが、発生したトラブル事案に対し、発生状況

を詳細に確認後、事業所の従業者の生命、身体及び財産を傷つけるな

ど、その人権を侵害したことにより、契約を継続し難い事情が認めら

れる場合など契約上に定められた解約条項に該当するのか、本部統括
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部署にて判断し、管轄する行政機関へも相談し、解約通知に至るケー

スがある。案件の内容によっては、顧問弁護士へも照会し、法的な根

拠を明確にし、弁護士のリーガルチェック後、解約通知を発信してい

る。解約に至る事案としては、ご家族からのハラスメントが比較的多

い。 

 実際の契約解除に当たっては、それを履行することは、実態としては

難しいケースが多い。（法人 E） 

 契約書に契約解除の条項を掲載している。実際にハラスメントの発生

により契約解除となった利用者も存在する。（法人 B） 

多職種等との連携  利用者から「手が動かないから、体をさすってほしい」等のセクシュ

アルハラスメントが発生した事例では、医師にもサービス担当者会議

で共有し、医師から利用者本人に「体が動くのだから、そのような依

頼をしてはいけない」ことを指摘していただき、おさまったこともあ

った。利用者も医師の発言には従う傾向があると思われる。（法人 B） 

 病気や疾患が原因と考えられる人は、保健所の窓口に相談したことも

ある。その際には、精神科医に対応いただいた。（法人 C） 

 多職種で訪問している場合が多いので、情報を共有している。（法人 D） 

 連絡を受けてサービス担当責任者が、利用者宅に訪問し、事実確認を

行う。場合によっては、サービス提供責任者が交代してサービスを行

うこともある。訪問介護事業所のみで対応が難しい場合は、第三者（介

護支援専門員）に関与していただくようにしている。介護支援専門員

には、書面、電話等で報告・相談し、対応いただくこともある。介護

支援専門員から利用者に注意していただくようにもしている。（法人

G） 

 

（４）ハラスメント防止に向けて 

報告や相談等がで

きる環境整備 

 

 自分で抱え込んでしまう職員が多いと感じている。自分で対応しなけ

ればならないと感じてしまい、隠しているわけではないが抱え込んで

しまい精神を病んでしまうこともある。人事考課の一環でチューター

となる先輩職員との面談でハラスメントを受けているかなど、困りご

とを発信してもらうようにしている。２年前から申し送りとともに職

員から最近の困りごとなどを聞くようにしている。表情などから心配

な職員がいた場合は、その後に個別に詳しく話を聞いてみるなどして

いる。（法人 A） 

 業界柄、親切な人が多くハラスメント等が起きても我慢してしまう。

また、自分で対応できるからそのままにしてしまうことも多い。そう

すると発生していることを認知することができなくなってしまう。

（法人 C） 

 マニュアルの作成を含め、働く人のマインドを変えていくことが重

要。職員が我慢する環境ではなく、ハラスメントが発生していること

を報告できる雰囲気、マインドへと変えていくことが対策につなが
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る。（法人 C） 

 上司に報告、相談するように周知している。（法人 D） 

 相談窓口の準備中（職員間の窓口は設置している）（法人 D） 

 働く従業員を守るという観点は会社としては必要であり、人材の定着

にも影響する。ハラスメントに限らず職員がトラブルや事故が発生し

た場合は、事業所の上長に報告するルールではあるが、直接事業所の

管理者である上長に言いづらい場合は、社内内部に、従業員より直接

相談できる窓口を設けており、外部では EAP（メンタルヘルス相談窓

口）を設置、周知を図っている。（月間のサービス提供件数と比較して

言うと、活用件数は多くはない）。（法人 E） 

研修等による職員

の育成 

 

 危険を感じた場合、まずは自分を守るためにすぐに逃げるように伝え

ている。入職時のレクチャーで、自分の身を守ること、何かあったら

事業者へすぐに報告することを伝えている。訪問系サービスに携わる

職員を対象に、業務改善会議（役職に関わらず参加できる職員全員）

でヒヤリハットも含め情報共有するようにしている。（法人 D） 

 事業所の管理・管轄部門の管理者を対象とした、リスクマネジメント

研修で、ハラスメント対策についても研修に盛り込み、実施している。

介護の専門職は、ハラスメントと捉えられるようなケースであっても

専門職としての対応で解決しなければならない範疇だと考えている

ケースもあり上部組織へ報告されにくい場合もあるため、その研修に

おいて、事例等を活用しハラスメントの正しい知識、対応を指導して

いる。（法人 E） 

 事業所にマニュアルを用意しており、「セクシャル・ハラスメント」に

ついての対応項目も記載されている。新入社員には入社時に説明し、

中途者は各事業所長が説明している。（法人 F） 

 研修では実際に発生した具体的な事例を紹介し、対応方法を KYT（危

険予知訓練）で実施してもらい、理解してもらうようにした。（法人 F） 

 管理者研修を行い、実際に発生した事例に対応できるようにしてい

る。管理者研修は１時間、スタッフ研修は２時間程度。参加できない

人は研修のビデオを見ていただき対応している。（法人 G） 

 職員に対して労働契約時に施設で作成した暴力対策マニュアルを渡

している。マニュアルでは、通報レベルをわけて①暴力が発生した際

はすぐに通報する、②サービス提供責任者に連絡する、等の対応が記

入されている。また、業務に入るときは鞄を玄関先においてすぐに逃

げられるようにする、走りやすい運動靴を履くようにする、携帯電話

を常にポケットに入れておくように口頭で依頼している。（法人 H） 

利用者・家族への

説明 

 

 利用者によっては、ハラスメントを行うのであれば受け入れ先が無く

なることは理解してもらう必要がある。一方で福祉の側面もあるた

め、サービス事業所がどこも受け入れができない、となった時には介

護保険者による対応も要検討。（法人 C） 

 平成 31 年 4 月より重要事項説明書に記載する予定。（法人 D） 
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 契約時には、ご利用者、ご家族へは、契約書、重要事項説明書につい

て事前に説明を行っている。説明の中に解約の部分が含まれている。

解約が成立した場合、在宅系サービスは、他事業所と十分連携を図り、

管轄行政とも相談しながら、他の事業所への引継ぎ対応を行い、サー

ビス提供先を紹介する。居住系サービスも次の居住先を紹介すること

の手続きは行うが、次の居住先の確保が難しく、退去に向け一定期間

の猶予を設けている。次のサービス受けられるための協力は行ってい

る。（法人 E） 

 契約書と一緒に「訪問看護ステーションからのお願い」を添付してい

る。契約書に「ハラスメントは禁止」と記載し、説明しているが利用

者は聞いていない。弁護士からもハラスメントは利用者と職員の関係

性が構築できれば防げる部分であるため、関係性の構築を進めるよう

言われている。（法人 F） 

 契約書には解除事項は記入しているが、ハラスメントが起きた場合の

説明はハラスメントをすることを疑っているようで説明しづらいこ

ともある。利用者に対しては介護保険制度への理解が重要。加えてハ

ラスメント防止には、会社側のスタンスと訪問介護員側に相互理解が

必要。（法人 G） 

 利用者との契約に解約事項にあたる、具体的なハラスメントの事例を

載せた。契約書においては、弁護士と相談して契約書を定めた。その

際に福祉業界の契約書は解除事項の設定が甘いという指摘もあった。

（法人 H） 

 ２人訪問する可能性がある旨も重要事項説明の際にしているが、少し

あいまいにはしている。いざという時には２人対応をできるようにし

ているが、地域の介護支援専門員から風評が出ることもあり実行する

ことのリスクもある。（法人 H） 

訪問系の事業所に

おける対策 

 

 同じ訪問介護員が、同じ利用者宅に入り続けないように配慮し、複数

の曜日を利用している利用者は、複数の訪問介護員に入ってもらう等

特別な関係にならないようにしている。（法人 B） 

 平成 31 年 4 月より重要事項説明書に記載する予定。（法人 D） 

 

（５）他団体などとの連携 

他団体との連携 

 

 事業所で対応が難しいハラスメントの事例は、介護支援専門員や、市

役所、地域包括支援センター、保健センターにも、現時点で対応が困

難であること、事業所としてできることを相談しながら対応可能な範

囲でサービスを実施するようにした。（法人 B） 

 事業所として対応が難しい事例は相談窓口があると望ましい。特に精

神科の先生と相談ができると病気や疾患が原因である判断や、従事者

が安心して業務に従事できることの手助けとなる。（法人 C） 

 自治体・社会福祉協議会との連携した対応は事業所単位でも行ってい

るが、事業所のみで対応が困難になった場合は、統括部署が対応する
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こともある。一事業所のみで対応は難しいため、医療機関、行政等チ

ームで対応するようにしている。（法人 E） 

 対応に困って地域包括支援センターに相談したケースがある。地域包

括支援センターに介入いただくことで、地域の事業所に情報が拡散す

るという効果がある。最終的には訪問看護ステーションの地域連絡会

で対応できる事業所を探した。さらに定期的に事業所が交代で受ける

ことになった。（法人 F） 

今後の課題 

 

 行政の相談窓口は、高齢者虐待の窓口は存在するが、事業所が利用者

からのハラスメントを受けた際の窓口は今のところない。小規模な事

業所であれば相談するところがなく、自分たちが対応せざるを得ない

ことが、ハラスメントを助長させることも考えられるため、窓口設置

は必要であると考える。（法人 C） 

 事業所として対処しきれず、地域包括支援センターや自治体に相談し

ているものの他の事業所を紹介してくれるようなこともなく、自治体

にも積極的に関与してもらいたいと思っている。事業所が相談できる

場がないため、行政としてハラスメントに関する窓口を設けていただ

きたい（法人 D） 

 近隣の事業所同士での連携を進めていきたい。利用者がたらいまわし

になることは望ましくないため、事業所同士でサポートできる体制を

構築する必要があると考えている。（法人 D） 

 困難な事例に関しては、社会福祉協議会や保険者と協力することが重

要になる。（法人 G） 

 セクシュアルハラスメントは、報告しづらいと考える方もいるため、

地域の相談窓口があるとよいと考える。（法人 H） 

 

（６）その他 

マニュアルに期待

すること 

 

 事業所のマニュアル作成の参考にできる。（法人 D） 

 利用者、家族に伝える時の説得力となる。（法人 D） 

 マニュアルでは、ハラスメントの「行為」に注目させるだけではなく、

福祉職としての考え方を前提としていることを書く必要があると考

える。一方でサービスの権利関係も存在しており、契約の内容も書き

づらいものもある。1 事業者だけがハラスメントに対して厳しい考え

方があるのではなく、社会としてハラスメントは問題である等、知名

度、認知度を高めていく必要もある。（法人 E） 

 マニュアルを作成するのであれば報告書等の書面の事例もあるとよ

い。（法人 H） 
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その他 

 

 24 時間の携帯当番が深夜勤務する際の安全確保も重要な課題である

ため、夜間訪問時にはサービス提供が終了するまでタクシーに利用者

宅前で待機していただいているが、対応していただけないことが多

い。一つの事業所が、不定期なタクシー利用のためにタクシー会社と

契約することは困難であるため、自治体（市など）単位で契約するこ

とができないかと考えている。（法人 C） 

 ハラスメント対策を必要と思っていない事業所があるということが

課題である。訪問系の事業所は小規模な所が多く利用者を手放したく

ないという考えもあるため、ハラスメント対策が進めにくいところも

ある。すべての事業所が対策をとることが、離職防止につながり、利

用者が地域で過ごし続けることのできる手助けとなる。（法人 C） 

 一つの事業所だけが、ハラスメントが発生するとすぐに解約する等の

風評が流れてしまうことも経営上のリスクとなるため地域で足並み

をそろえる必要がある。（法人 H） 
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4. ハラスメント防止に向けたマニュアルの作成 

4.1. マニュアル作成の目的・作成経緯 

4.1.1. 目的 

マニュアルは、介護現場における利用者や家族等によるハラスメントの実態を伝えるとともに、

事業者として取り組むべき対策などを示すことにより、介護現場で働く職員の安全を確保し、安

心して働き続けられる労働環境を築くための一助となること、ひいては人材の確保・定着につな

がることを目的として作成した。 

 

4.1.2. マニュアルの作成方法等 

マニュアルは、平成 30 年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「介護現場におけるハラスメン

トに関する調査研究」委員会のもと、介護現場へのヒアリング調査、実態調査（管理者、職員を

対象に実施）を行い、委員にご意見を伺い、結果を含めて整理を行い作成した。 

 

4.1.3. マニュアルの使い方 

【マニュアルの対象】 

主に、介護事業者（事業主・管理者）、その他介護事業の関係者を対象に作成した。 

【マニュアルの想定している使い方】 

 マニュアルは、以下のような使い方を想定している。 

〇介護事業者が、介護現場におけるハラスメントの実態を把握するとともに、各事業所におい

て対策を講じるための基礎的な資料 

〇介護事業者が、職員に対し、介護現場におけるハラスメントの未然防止や発生時の対策につ

いての研修等を行うための基礎的な資料 

〇介護サービス、疾病・障害、法律等に関連する行政や関係機関その他の関係者が、介護現場

におけるハラスメントの実態を把握し、その対策や介護事業者との連携の必要性を理解する

ための基礎的な資料 
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4.2. マニュアルの構成 

 マニュアルの構成は、以下のとおりとした。 

 

 

  

はじめに  

（１）背景  

（２）目的  

（３）マニュアルの使い方  

（４）本マニュアルにおける用語の使い方 

（５）マニュアルの作成方法等 

 

１．介護現場における利用者や家族等によるハラスメントの実態 

１．１ ハラスメントの実態とその影響 

（１）ハラスメントの実態 

（２）ハラスメントによる職員への影響 

（３）ハラスメントの発生要因や取り組みに向けた課題について見る発生要因等 

１．２ ハラスメントに関する介護事業者としての把握状況 

（１）介護事業者による把握状況 

（２）介護事業者におけるハラスメントへの対応 

（３）労働団体や事業者団体の取り組み 

１．３ 職員から見たハラスメントの対応として必要な取り組み 

 

２．介護現場におけるハラスメント対策の必要性 

（１）ハラスメント対策の必要性 

（２）ハラスメント対策の基本的な考え方 

 

３．ハラスメント対応として事業者が具体的に取り組むべきこと 

（１）事業者自身としての取り組むべきこと 

（２）職員に対して取り組むべきこと（３）関係者との連携に向けて取り組むべきこと 

 

おわりに 

 

参考１：ハラスメント予防や対応のための職員のチェック項目 

参考２：介護現場におけるハラスメントに関する調査研究事業実態調査の概要 

参考３：介護現場におけるハラスメントに関連する参考文献等 
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5. ハラスメントに対する対応策のあり方 

マニュアルは、全国の事業者が使用することを想定している。一方で、ハラスメントの未然防

止や対応策においては、個別の事業者だけでは対応が難しいことも少なくない。 

そこで、本章では、個別の事業者における対応策とは別に、関連団体や行政、地域単位で取り

組むことが必要な対応策のあり方について検討し、提案を行う。 

 

【事業者による介護現場におけるハラスメント対策への取組推進への支援】 

 〇関連団体、事業者へのハラスメント対策マニュアルの普及 

 〇関連団体等による施設・事業所等への情報提供等 

  例：関連する文献や冊子等を活用した情報提供 など 

 〇関連団体等による事業者における勉強会・研修等の実施に対する支援 

  ・法律や医学等の専門家や行政などの講師の紹介、派遣支援 

   例：認知症等の疾病と、暴力や暴言等との関係を説明できる専門家等 

〇関連団体等による事業者が弁護士等の専門家に相談しやすい体制づくり 

・ハラスメントに関する相談窓口の設置 

・ハラスメントに詳しい弁護士等専門家への相談機会の提供 

 〇関連団体等による利用者や行政に対する未然防止への啓蒙活動の実施 

 

【地域単位でのハラスメントへの対応】 

 〇個別の事例について、その原因の分析、対策の検討を、地域の課題として、行政や関係団体、

事業者が連携して取り組む 

〇都道府県や市町村における複数訪問への支援策の検討 

  例：兵庫県の訪問看護師・訪問介護員安全確保・離職防止対策事業について 

・訪問看護師、訪問介護員が訪問サービスを提供する際に、利用者やその家族等からの

暴力行為等で２人以上の訪問が必要なケースで、利用者及び家族等の同意が得られず、

介護報酬上の２人訪問加算が算定できない場合に加算相当額の一部を補助 

 〇ハラスメントについて、職員等を対象とした公的な相談窓口の設置 

  例：兵庫県の相談窓口 ～訪問看護師・訪問介護員への暴力等お困り相談ひょうご～ 

 〇事業者向けの情報提供、人材育成のための取組 

  例：兵庫県の訪問看護師・訪問介護員への利用者・家族からの暴力対策研修会の実施 

〇ハラスメント発生の未然防止のためサービス実施の現場、あるいは発生後の加害者との協議

の場での客観的な記録の作成、資料の保管 

 

【地域単位でハラスメントの未然防止のための対応】 

 〇行政が中心となった地域単位のハラスメントに関する情報共有や対策協議の場づくり 

・特定の事業所で対応し続けることが困難な事案を、地域単位でカバーする仕組みに向け、

関係者が連携する場づくり（医師等の他職種、法律の専門家、場合によっては警察等との

連携、情報の共有） 

〇行政、地域包括支援センター、関係団体、介護サービス事業者により、ハラスメントが継続

する利用者や家族等に関する事例を用いた勉強会の実施 
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【困難な事案への対策】 

〇事業者での対応が困難な事案については、事業者と行政が連携して対処する仕組みの検討と

実施 

 

【未然防止に向けた啓蒙活動の展開】 

〇利用者向けに、ハラスメントを防止するための広報（ポスター、パンフレット等）の実施 

 〇消費者目線で、家族等への啓蒙活動の実施 

〇実態調査の結果等を用いた介護現場におけるハラスメントの実態等に関する情報発信 

 〇自治体や関連団体等向けに、問題意識を醸成するための情報発信、情報提供 
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6. 参考資料 

調査票 管理者調査票 

調査票 職員調査票 
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